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第１章 総論 

 

 第１節 計画策定の趣旨 

 平成15年９月に策定した「八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」（以下、「前計

画」という。）は、策定後８年が経過しました。 

 この間、本市では、八尾市立リサイクルセンターを整備し、環境学習の拠点としての

八尾市立リサイクルセンター学習プラザを開設するとともに、一般廃棄物（※）のうち、

家庭系ごみの８種分別を全市域で実施しました。また、事業系ごみに関しましては、事

業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度を導入するなど、循環型社会の構築に

向けた取り組みを推進してきました。 

 また、国においては循環型社会の構築に向けて法制度等の基盤整備を推進するととも

に、産官学の連携による地球温暖化防止対策が図られてきました。 

 これらの取り組みに加え、「もったいない」の言葉に代表されるように、市民や事業

者におけるごみ減量意識の浸透もあり、本市のごみ排出量は近年減少傾向を示していま

す。 

 しかし、本市が直面する重要な課題として、平成33年度に事業が終了する予定である

大阪湾フェニックス計画を継続し、将来にわたって最終処分場を安定的に確保すること

や、これまで大阪市との共同処理で進めてきたごみの焼却処理について、大阪市におけ

るごみ焼却場の整備・配置計画の検討に伴い、近い将来、施設整備費や管理運営経費な

どの新たな負担の発生が見込まれます。 

 このように、本市を取り巻く状況が変化していく中で、平成32年度を目標年度として

新しく策定された八尾市第５次総合計画「やお総合計画2020」との整合性を図り、低炭

素社会（※）の実現にも資する循環型社会の構築を目指し、今後のごみ減量化やごみ処

理施策の総合的・計画的な推進の基本となる新たな一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）

を策定しました。 

 

         一般廃棄物とは 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）第６条で規

定されている産業廃棄物を除く廃棄物です。本計画は、このうちし尿を除く、市内か

ら発生する一般廃棄物を対象とする計画です。 

 

 

 

 

 

出典：環境白書(平成22年度版） 

 

コラム 
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         低炭素社会の実現とは 

 「低炭素社会」とは、環境・エネルギー技術を生かした製品等の生産及び普及、革

新的な技術の研究開発の促進、産業構造、社会システム及び生活様式の変革等により、

大気中の温室効果ガスの濃度が一定の水準で安定化するとともに、安定化するまでの

間になお避けることができない地球温暖化の影響による被害が最小となるよう、温室

効果ガスの排出の量の削減、温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化並びに地球温暖

化に対する適応（以下「温室効果ガスの排出の量の削減等」という。）が行われ、もっ

て創造的で活力ある持続的な発展が可能となる社会をいいます。 

出典：低炭素社会づくり推進基本法案 

参考図１－１ ごみ排出量の削減と温室効果ガス排出量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

    出典：環境白書(平成22年度版） 

コラム 

 

 第２節 計画の性格と位置付け 

 ① 本計画は、まちづくりの指針を定めた「八尾市第５次総合計画」、環境部門の総合

的計画である「八尾市環境総合計画」の一般廃棄物部門の基本的施策を定めた計画

であるとともに、廃棄物処理法や循環型社会形成推進基本法との整合性を保ちつつ、

今後の資源化の推進・ごみの適正処理に関して、ごみ処理行政全般に係る基本方針

を定めたものです。 

 ② 本計画は、ごみ処理実施計画、ごみ処理施設整備計画の策定時の基本指針である

とともに、国・府や近隣市と広域的事業を実施する場合の指針となるものです。 

 ③ 本計画は、「八尾市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」と相互に補完しあい

ながら、今後、ごみの発生抑制、資源化の推進、適正な処理を実現していくもので

す。また、容器包装リサイクル法、食品リサイクル法、家電リサイクル法等との整

合性を保ちます。 

 ④ 本計画に基づき、『環境にやさしいコミュニティを形成し、ごみゼロ（ごみの最終

処分量ゼロ）、資源が循環するまち』を目指して、市民・事業者・八尾市の三者協

働によるごみ減量・資源化の展開、一般廃棄物処理システムの構築、さらに、本市

だけでは実現できない社会経済システムの改革に向けた種々の提案を外に向けて

発信していく指針となるものです。  
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図１－１ 計画の性格と位置付け 
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環境にやさしいコミュニティを形成し、ごみゼロ（ごみの

最終処分量ゼロ）、資源が循環するまち 
 

 

 

 

  

第３章 計画目標年度 

  平成24年度（2012年度）を初年度とし、９年後の平成32年度（2020年度）を最終目標

年度とします。平成27年度（2015年度）を中間目標年度としますが、計画期間内でも、

社会経済情勢が大きく変化したり、廃棄物の適正処理、資源化に関する法律・諸制度が

改正された場合など、必要に応じて計画を見直します。 
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図１－２ 計画の目標年度 
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<参考１> 八尾市第５次総合計画概要（一般廃棄物に関する計画等の抜粋） 

   

 

策定年月：平成23年３月 

計画期間：平成23年度（2011年度）～平成32年度（2020年度） 

将 来 像：『元気をつなぐまち、新しい河内の八尾』 

基本目標：目標１ 誰もが安全で安心して住み続けられる八尾 

     目標２ 子どもや若い世代の未来が広がる八尾 

     目標３ まちの魅力を高め、発信する八尾 

     目標４ 職住近在のにぎわいのある八尾 

     目標５ 環境を意識した暮らしやすい八尾 

     目標６ みんなでつくる八尾 

  目標人口：約26万人（転出と転入が均衡する場合） 

 

後 期前 期 

基本構想 

 

   

   施策４６ 資源循環への取り組み 

（１）３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進 

主な取り組み：・ごみの発生抑制、再使用および資源の再生利用を図るため、３Ｒ（リデュ

ース・リユース・リサイクル）を推進します。 

（２）効率的なごみ収集体制の構築 

主な取り組み：・ごみの排出動向に的確に対応するため、効率的なごみ収集体制を構築し

ます。 

（３）広域的な廃棄物処理の推進 

主な取り組み：・広域処理や行政協力の観点から、大阪府をはじめ、他市町村と協力・連

携を行います。 

（４）環境衛生施設の適正管理の推進 

主な取り組み：・廃棄物の適正処理を推進するとともに、公衆衛生の維持向上に努めるた

め、環境衛生施設の適正管理を図ります。 

（５）し尿・浄化槽汚泥の適正処理の推進 

主な取り組み：・公衆衛生を維持、向上させるため、し尿・浄化槽汚泥の適正処理を推進

します。 

（６）環境学習・教育の推進 

主な取り組み：・学校や地域、リサイクルセンター学習プラザを拠点として環境学習・教

育を推進します。 

 

前期基本計画（平成 23 年～平成 27 年） 
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<参考２> 八尾市環境総合計画（一般廃棄物に関する計画等の抜粋） 

 

策 定 年 月：平成22年３月 

計 画 期 間：平成22年度（2010年度）～平成37年度（2025年度） 

望ましい環境像：『緑とうるおいのある、快適な環境とふれあえるまち、やお』 

基 本 目 標：★一人ひとりが地球にやさしい行動に取り組むまち 

        ★市民の健康を守り、すがすがしく暮らせるまち 

         ★快適で安らぎのあるすみよいまち 

         ★身近な自然を大切にし、育て、ふれあえるまち 

         ★個性豊かな文化とふれあえるまち 

         ★市民・事業者による環境保全活動が活発なまち 

施 策 の 展 開： 

     §１.一人ひとりが地球にやさしい行動に取り組むまち 

 

 

 

 

 

 

       

      §３. 市民・事業者による環境保全活動が活発なまち 

 

パートナーシップの構築

持続的に発展可能なシステムの転換

循環型システムの構築

安全･安心なごみ処理

事業系ごみの減量・資源化施策

（２） 循環型社会の形成

家庭系ごみの減量・資源化施策

　１）

　２）

　４）

　５）

　６）

　３）

環境情報の提供

環境教育・活動の拠点の整備と活用

環境を大切にする人づくりの
推進

　１）（１）

　２）

環境教育・学習の推進、支援

　３）

1－5 

 



第２章 ごみ減量・資源化及び処理の現状と課題 

 

 第１節 八尾市の概況 

 大阪府の東部中央に位置する八尾市は、東部に高安山、信貴山を中心とした東部山麓

地域があり、麓には農地が散在しています（図２－１参照）。本市は、古くから産業や

交通の要衝として栄えてきました。現在、本市には全国で９番目に多い約３千の製造事

業所が集まる一大産業集積地になっており、「ものづくりのまち」として活力ある市勢

を誇っています。本市の製造業は、業種別では金属関連の割合が最も多く、続いて機械

関連、プラスチック関連・電気機械器具関連がその多くを占めています（※１）。 

 本市の人口は、平成３年度の約278千人をピークに緩やかな減少傾向を示し、平成22

年度で約272千人です。一方、世帯数は毎年増加傾向を示し、平成22年度で119千世帯と

なっています。八尾市の人口は長期的には更に減少し、高齢化が進むものと予測（※２）

されています。 

 ※１：八尾市 中小企業サポートセンター ホームページから 

  ※２：「八尾市第５次総合計画「やお総合計画2020」基本構想」から 

 

図２－１ 八尾市の概要            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：八尾市環境総合計画（改訂版） 
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図２－２ 人口・世帯数の推移 
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 第２節 ごみ処理システムの現状 

 （１）ごみ処理システムの概要 

 本市のごみ処理システムの概要を図２－３に示しました。 

 本市では、平成21年10月から家庭系ごみについては、それまでの５種分別・指定袋

制から、「容器包装プラスチック」、「ペットボトル」、「簡易ガスボンベ・スプレー缶」

を新たに加えた８種分別・指定袋制を全市実施しました。新たな分別区分の導入に先

立ち、八尾市立リサイクルセンター（破砕施設、選別施設、圧縮梱包施設等）を同年

３月に竣工しています。粗大ごみは電話申込制（無料）となっています。これらのご

みの収集は直営収集で対応しています。 

 事業系ごみについては、家庭系ごみの５種分別の実施にあわせて、事業用指定袋（有

料）による市収集及び直接持ち込みにて対応しておりましたが、平成１８年６月に事

業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度を導入しました。 

 可燃（燃やす）ごみの処理は、大阪市との行政協力協定に基づき建設された焼却工

場（大阪市環境局八尾工場）で焼却し、焼却灰は大阪湾広域臨海環境整備センターで

処分しています。また、埋立ごみは、八尾市一般廃棄物最終処分場にて処分し、可燃

（燃やす）ごみ及び埋立ごみを除くごみについては、八尾市立リサイクルセンターで

処理しています。 
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図２－３ 八尾市におけるごみの処理システムの概要 
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 （２）収集・運搬の現状 

  １）ごみ収集区分と収集体制 

  本市では、平成６年10月から、家庭系ごみの「可燃」、「資源」、「埋立」、「複雑」、「粗

大」の５種分別・指定袋制による試行を一部地域において開始し、平成８年10月には

全市に拡大しました。ペットボトルについては、平成９年から拠点回収や販売店によ

る自主回収で対応してきました。 

  さらに、平成21年４月より「簡易ガスボンベ・スプレー缶」、また同年10月からは

「容器包装プラスチック（※）」及び「ペットボトル」の分別収集を全市実施しまし

た。また、同年10月からは、分別ごみの名称を一部変更するとともに、「化粧品びん」

を「埋立ごみ」から「資源物」へ変更しています。 

  粗大ごみを除く本市が収集しているごみの内容と収集頻度は図２－４に示すとお

りです。なお、粗大ごみは平成13年４月から、電話申込制（無料）を導入しています。

その他の区分としては、リサイクル家電（義務外品）、臨時収集（引越等による一時

多量ごみ）があります。 

  家庭用の指定袋は、ごみの排出１回１袋を基本とし、可燃袋（45㍑）52枚、容器包

装プラスチック袋（45㍑）12枚、資源袋（35㍑）12枚、ペットボトル（45㍑）６枚、

埋立袋（35㍑）３枚、複雑袋（35㍑）３枚の基本セット（半年分）を年２回、各世帯

に配付（家族人数が多い世帯には、基本セットのほか、人数に応じて可燃（燃やす）

ごみ袋（調整袋）及び容器包装プラスチック袋（調整袋）を配付）しています。なお、

収集は直営体制で対応しています。 

  

 ※本市では、多種分別化を実施するに際して、排出されるごみの質を高めるために、「その他のプ

ラスチック製容器包装」の名称を「容器包装プラスチック」としています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図２－４ 家庭系ごみの収集区分と内容・収集頻度（粗大ごみを除く） 
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 事業系ごみについては、平成18年６月から事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬

業許可制度を導入しましたが、それまでは、昭和45年４月からポリ容器単位で営業用

手数料を徴収し、平成８年10月からは家庭系ごみと同様に事業用指定袋（有料）で直

営収集していました（ただし、平成23年度時点で、許可業者収集と直営収集は併用実

施）。事業用手数料は、表２－１に示すとおりです。 

 

表２－１ 事業用手数料（直営収集） 

取扱区分 手数料 

可燃収集 １回１袋につき１００円 基本手数料 

(可燃ごみ週 

２回収集まで) 

可燃以外

の収集 
１回１袋につき６０円 

収集、運

搬及び処

分をとも

なうもの 特別手数料 

(週３回以上の場合、基本手 

数料＋特別手数料) 

可燃収集が週３回のとき １袋につき月額1,000円 

可燃収集が週６回のとき １袋につき月額4,000円 

終末処分のみ 
大阪・八尾市のごみ焼却に関する協定書に基づく委託料

相当額（H20.7.1から１４２円/１０kg） 

 

２）収集車両台数及び職員数 

  家庭系ごみの収集のための車両台数及び職員数は、表２－２のとおりです。 

 

表２－２ 収集車両台数及び職員数（平成22年４月現在） 

車  種 積載量 台数 用 途 
天然ガス

自動車 

①特殊架装車   

2.00ｔ ４４ 一般収集用 ２６
パッカー 

3.00ｔ ４ 集合住宅用 ２

2.00ｔ ９ 粗大ごみ収集用 
プレスパッカー 

3.00ｔ ３ 粗大ごみ収集用 

 

リレーパック 5.00ｔ ２ 破砕ごみ運搬専用 

②無蓋トラック   

2.00ｔ ２ 臨時不法投棄収集用  
ダンプ・トラック 

4.00ｔ １ 臨時不法投棄収集用 １

③重機類   

 クレーン車（バケット付）  １ 臨時不法投棄収集用 

④軽四輪車   

軽四輪トラック 0.35ｔ １ 死獣処理専用等 １

軽四輪ダンプ 0.35ｔ ５ 細街路収集用 

 

軽四輪バン  ６ 啓発・連絡用等 １

⑤普通乗用車  １ 連絡用等 

合 計  ７９  ３１

収集担当課職員数 環境事業課 １５４名 
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 （３）焼却・破砕処理、最終処分の現状と動向 

  １）焼却・破砕処理施設、最終処分場の概要 

 本市の焼却・破砕処理施設等として、大阪市との行政協力協定に基づき建設された

焼却工場（大阪市環境局八尾工場）、平成21年３月に竣工した、八尾市立リサイクルセ

ンター（破砕施設、選別施設、圧縮梱包施設等）、埋立ごみのみを投入している八尾市

一般廃棄物最終処分場があります。以下に、その概要を整理しました。 

 

表２－３ 焼却・破砕処理施設、最終処分場の概要 

 ①焼却施設 

名  称 大阪市 環境局 八尾工場 

所 在 地 八尾市上尾町七丁目１番地 

敷地面積 ４０,１００㎡ 

竣  工 平成７年３月 

総 工 費 約２８０億円 

焼却能力 基準能力 ６００ｔ／２４時間 
 

 ②中間処理施設 

名  称 八尾市立リサイクルセンター 

所 在 地 八尾市曙町二丁目１１番地 

敷地面積 ７,６７６㎡ 

竣  工 平成２１年３月 

総 工 費 総工費３０億５,４３１万円 

○工場棟 

 施 設 概 要：粗大ごみ破砕施設         ３２ｔ／日 

        資源ごみ選別施設         １４ｔ／日 

        容器包装プラスチック圧縮梱包施設 １０ｔ／日 

        ペットボトル圧縮梱包施設      ２ｔ／日 

 受入供給設備：ピットアンドクレーン 

 破 砕 機 形 式：せん断破砕式及び衝撃回転破砕式 

 選 別 設 備 ：機械選別・手選別併用 

 集じん脱臭方式：サイクロン・バグフィルタ・活性炭吸着併用 

施  設 

○学習プラザ「めぐる」 

 主 な 機 能 ：展示・図書・パソコンコーナー、工房、見学コー

        ス、環境シアター、研修室、会議室 

  屋   上 ：緑地、太陽光発電パネル 
 

 ③最終処分施設 

名  称 八尾市一般廃棄物最終処分場 

所 在 地 八尾市上尾町九丁目３６番地 

敷地面積 １９,７３３㎡ 

埋立地面積 １２,３００㎡ 

全体容量 ７０,０００㎡ 

残余容量 
４３,３６９ｍ3 

 平成２１年度埋立量１,４４４ｍ3（覆土を含む） 

竣  工 平成８年３月 

総 工 費 約１４億８，１１９万６千円 

 



  ２）焼却処理量の動向 

 焼却処理量は、平成17年度まで増加の一途をたどってきましたが、平成18年度以降

は減少傾向を示しており、平成22年度で約77千ｔとなっています。 

 

図２－５ 焼却処理量の推移 
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 第３節 ごみ排出量の動向とごみ減量の可能性 

 （１）ごみ排出量の動向  

 図２－６に示すように、人口は概ね27万人でほぼ横這いで推移してきています。収集

ごみについては、分別収集の拡充、ごみ減量意識の浸透等に伴い年々減少傾向を示して

おり、平成22年度では、57千ｔ（集団回収量を含め69千ｔ）となっています。直接搬入

ごみ（平成18年度からは許可業者分含む）については、平成17年度まで増加傾向を示し

ていましたが、平成18年6月に、事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度の

運用を開始し、さらに、許可業者が収集したごみの展開検査と排出者指導等を継続的に

実施することにより、平成18年度以降大きく減少しました。ただし、最近では25千ｔで

横這い傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 



図２－６ 人口及びごみ排出量の動向 

2－9 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

30

60

90

120

150

180

210

240

270

300

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）家庭系ごみの減量の可能性 

 平成22年度に実施したごみ組成分析調査の結果から、家庭系ごみの減量の可能性に

ついて、以下に整理しました。 

  １）家庭系ごみの組成 

 家庭から排出されるごみ全体を家庭系ごみと呼びますが、図２－７に示すように収

集量比では、その大半（85％）を可燃（燃やす）ごみが占めています。 

図２－７ 家庭系ごみの収集量割合（平成22年度） 
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 家庭系ごみのごみ組成概要を図２－８に示しています。重量比では、厨芥類、紙類、

プラスチック類の順に割合が高く、容積比では、容器包装が嵩張るため、プラスチッ

ク類、紙類の順になっています。 

図２－８ 家庭系ごみのごみ組成 
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         出典：平成22年度 ごみ組成分析調査 

 

  ２）資源化による減量の可能性 

 家庭系ごみのうち、焼却処理されている可燃（燃やす）ごみ、最終処分場に投入さ

れている埋立ごみ以外は、何らかの形で資源回収が行われています。このため、ごみ

として処理されているこの２つの収集区分のごみ種に含まれている資源化可能物の割

合を整理し、図２－９に示しました。 

 紙製容器包装を含む古紙類やプラスチック製容器包装を中心に約22％が資源化可能

物であり、これに剪定枝や厨芥類の堆肥化可能物を加えると約64％となり、２／３が

減量可能です。 

図２－９ ごみとして処理されている家庭系ごみ中の資源化可能物の割合（重量比） 

 

8.8
11.3

0.3

0.2

41.8

0.3

8.5

1.3

0.7
0.7

2.5
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36.0

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

紙類

繊維類

ガラス類

金属類

剪定枝・厨芥類
（手付かず、調理くず、食べ残し）

ペットボトル(法対象のみ) 

その他プラスチック製容器包装

段ボール

新聞紙（そのままの状態のみ）

書籍類

折り込み広告・PR誌

紙パック（ｺｰﾃｨﾝｸﾞ無し）

その他紙製容器包装（ｺｰﾃｨﾝｸﾞ有り紙ﾊﾟｯｸ含む）

衣服

びん類

缶類（スプレー缶含む）

資源化可能物以外

その他

8.8

11.3

2.1

資源化可能物合計　22.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     出典：平成22年度 ごみ組成分析調査 
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  ３）発生抑制による減量の可能性 

 家庭系ごみに含まれている厨芥類と手を付けていない食料品の割合を図２－10に示

しました。手を付けていない食料品は、冷蔵庫内の食料品の消費・賞味期限を常に確

認し、衝動買いをせず、計画的な食材の購入により削減が可能です。また、厨芥類の

70～80％が水分であり、水切り袋に入れて強く絞る等で10％前後の減量が可能です。 

図２－10 家庭系ごみ中の厨芥類等の割合（重量比） 
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一般厨芥類

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             出典：平成22年度 ごみ組成分析調査 

 

 （３）事業系ごみの減量の可能性 

 本市では調査をしていませんが、製造業の割合が高く産業立地の状況がよく似てい

る門真市の事業系ごみの資源化による減量の可能性を図２－11、発生抑制による減量

の可能性を図２－12に示しました。家庭系と同じように減量の可能性が高いことが分

かります。 

図２－11 事業系ごみ中の         図２－12 事業系ごみ中の 

      資源化可能物の割合（重量比）      発生抑制可能物の割合（重量比）  
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11.1

1.7

9.6
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0.82.0

27.3

45.6

資源化可能物合計

段ボール箱
コピー紙

その他の紙類
（新聞、雑誌、パンフレット等）

プラスチック類
（トロ箱、ペットボトル）

繊維類

びん類

缶類堆肥化等可能物
（食品廃棄物）

その他
39.3

3.0

2.3

17.3

16.7

60.7

発生抑制可能物合計

用紙節約やﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化

宣伝方法の見直し

輸送用梱包の改善

製造過程の加工
・販売管理の改善

その他

  出典：事業系ごみ排出実態調査（門真市 H16）   出典：同左 

  

 

2－11 

 



2－12 

 

 第４節 ごみ減量・資源化の現状 

（１）ごみ減量・資源化等の取り組み概要 

 これまでの減量・資源化の取り組み等を表２－４に整理しました。 

 なお、環境教育・環境学習関係では、平成16年から、市内小・中学校や保育所等に出

向き、環境教育を実施しています。ちなみに、平成21年度では、延べ31校、4,513名に

対する出前学習をしました。また、平成21年４月から八尾市立リサイクルセンター学習

プラザ「めぐる」が開設し、ここを拠点に環境学習の充実を図っています。 

 

表２－４ 八尾市のごみ処理・資源化の歩み 

 

昭和２３年   ４月 

 

 

 

昭和２３年 １１月 

 

 

 

昭和２４年   ３月 

 

昭和２５年   ５月 

 

昭和２９年   ４月 

 

 

 

 

 

 

昭和２９年 １１月 

 

 

 

 

 

 

昭和３０年   ２月 

 

昭和３０年   ４月 

 

昭和３２年   ４月 

 

 

 

 

 

 

 

昭和３５年   ４月 

 

 

 

昭和３６年   ４月 

 

八尾市制施行(南河内郡八尾町、龍華町、久宝寺村、大正村及び西郡村が合併)。 

ごみの処理は、自家処理(農家)や個人業者の収集、運搬及び埋立地投棄がおこなわれていた。

し尿の汲取処分は、自家処分や個人経営により農家還元がおこなわれていた。 

 

「八尾市塵芥処理条例」及び「八尾市塵芥処理手数料条例」を制定。 

ごみの週 1 回収集 手数料 月額 20 円 

衛生課に清掃監督を設置し、旧町村毎の業務を統轄。 

 

「八尾市墓地使用条例」を制定。 

 

「八尾市火葬場使用料条例」を制定。 

 

「清掃法」公布。 

「八尾市清掃条例」を制定。 

「八尾市清掃条例施行規則」を制定。 

ごみ処理の手数料を変更。 

収集手数料 月額 30 円 

肩引き車を廃止。 

 

し尿処理の手数料を定め、汲取業者に 6 業者を許可。 

し尿汲取手数料(一般家庭) 

便槽 1 個につき 3 人以下の世帯 月額 40 円 

4 人以上の世帯 月額 50 円 

特殊手数料    36 リットルにつき   10 円 

(官公庁、会社商店、寄宿舎、興行場、旅館、アパート、食堂、遊技場、共同便所、その他)

 

河内市大字福万寺及び上之島の区域を編入。 

 

中河内郡南高安町、高安村及び曙川村と合併。 

 

南河内郡志紀町と合併。 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 

3 人以下の世帯  月額 50 円 

5 人以下の世帯  月額 70 円 

6 人以上 1 人増すごとに 10 円 

２ 特殊手数料 18 リットルにつき 10 円 

 

ごみ処理の手数料を変更。 

一般家庭 4 人まで 月額 40 円 

5 人以上 月額 50 円 

 

「大阪市並びに八尾市の行政上の協力に関する協定書」を調印。 
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昭和３６年   ９月 

 

昭和３７年   ４月 

 

 

 

 

 

 

昭和３７年   ５月 

 

昭和３７年   ６月 

 

昭和３８年   ８月 

 

昭和３９年   ４月 

 

 

昭和３９年   ６月 

 

 

昭和３９年   ８月 

 

 

 

 

昭和３９年 １０月 

 

昭和４０年   ４月 

 

 

昭和４１年   ４月 

 

昭和４１年   ５月 

 

昭和４１年   ６月 

 

昭和４１年   ７月 

 

昭和４１年   ９月 

 

 

昭和４２年   ４月 

 

昭和４２年   ５月 

 

 

 

 

昭和４３年   ３月 

 

昭和４３年   ４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

八尾市清掃協同組合設立。 

 

「八尾市立衛生処理場条例」を制定。 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 

3 人以下の世帯 1 回につき 70 円 

4 人以上 1 人増すごとに   20 円 

２ 特殊手数料 18 リットルにつき 15 円 

 

「八尾市立衛生処理場条例施行規則」を制定。 

 

衛生処理場第一工場が完成。 処理能力 90 キロリットル/日 

 

清掃課を設置し、ごみ処理の手数料収納業務を収税課より移管。 

 

松原市若林町及び大堀町の区域のうち、大和川の中心線以北の区域を編入。 

埋立処分地の作業能率向上のためブルドーザーを購入。 

 

「八尾市墓地使用条例施行規則」を制定。 

衛生課より衛生処理場を設置。 

 

「八尾市火葬場使用料条例」を改正し、「八尾市火葬場条例」に変更。 

「八尾市墓地使用条例」を改正し、「八尾市墓地条例」に変更。 

「八尾市墓地使用条例施行規則」を改正し、「八尾市墓地条例施行規則」に変更。 

八尾市立衛生処理場運営審議会を設置。 

 

「大阪市・八尾市ごみ共同焼却処理に関する覚書」を交換。 

 

山城町一丁目他 2 地区 600 世帯をモデル地区に指定し、ごみの週 2 回収集を試行。 

機材整備 5 ヶ年計画を策定し、四輪特殊架装車を購入。 

 

不法投棄処理専用車(ユニックローダー)を購入。 

 

大阪市 清掃局 八尾工場(焼却工場)が完成、9 月より稼動。 基準能力 450t/24 時間 

 

衛生処理場第一工場を増設。 処理能力 135 キロリットル/日 

 

大阪市と「八尾工場のごみ焼却に関する協定」を締結。 

 

ごみの週 2 回収集のモデル地区を拡大(3,000 世帯)。 

市内の一部でダストボックス収集方式を開始。 

 

死獣処理専用車を購入。 

 

小型バキューム車(500 リットル)を購入、八尾市清掃協同組合に無償で貸与。 

八尾市清掃協同組合保有台数 

1.8 キロリットル積載車 24 台 

0.5 キロリットル積載車  1 台 計 25 台 

 

「八尾市火葬場条例」を全部改正。 

 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 

3 人以下の世帯 1 回につき 100 円 

6 人以下の世帯 1 回につき 150 円 

7 人以上の世帯 1 回につき 200 円 

２ 特殊手数料  18 リットルにつき 25 円 
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昭和４３年 １０月 

 

 

昭和４５年   １月 

 

 

昭和４５年   ３月 

 

 

昭和４５年   ４月 

 

 

 

 

昭和４５年 １２月 

 

昭和４７年   ３月 

 

 

 

昭和４７年   ４月 

 

 

 

 

 

昭和４７年   ５月 

 

昭和４７年 １２月 

 

昭和４８年   ２月 

 

昭和４８年   ７月 

 

昭和４８年 １０月 

 

昭和４８年 １１月 

 

昭和４９年   ４月 

 

 

 

 

昭和５０年   ４月 

 

 

昭和５０年   ６月 

 

昭和５０年   ７月 

 

 

昭和５０年   ８月 

 

昭和５１年   ２月 

 

 

 

衛生処理場の使用料を変更。 

し尿浄化槽汚泥 180 リットルにつき 20 円 

 

ごみの週 2 回定曜日収集を全市域で実施。 

高美町五丁目に清掃庁舎が完成。 

 

衛生処理場の地盤沈下防止のため、地下水の汲み上げを中止し、府営工業用水(5,000t/日)に切

替。 

 

衛生処理場第二工場が完成。  130 キロリットル/日 

衛生処理場第一工場と第二工場をあわせた処理能力 265 キロリットル/日 

 

一般家庭のごみ手数料を無料化。 

営業用手数料 

ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額   200 円 

ダストボックス     1 個 月額 2,500 円 

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(廃棄物処理法・廃掃法)」公布。 

 

「八尾市清掃条例」を全部改正し、「八尾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」を制定。 

「八尾市清掃条例施行規則」を全部改正し、「八尾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規

則」を制定。 

 

ごみ処理の手数料を変更。 

営業用手数料 

ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額  200 円 

ダストボックス      1 個 月額 4,500 円 

臨時収集 1t につき          4,000 円 

 

粗大ごみの月 1 回定曜日収集を開始。 

 

清掃庁舎を増築。 

 

清掃制度改善委員会を設置。汲取業者の公社化の検討を開始。 

 

廃棄物破砕工場が完成。 処理能力 100t/5 時間 

 

衛生処理場両工場を増改築。 処理能力 380 キロリットル/日 

 

清掃改善対策室を設置。 

 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 世帯割 月額  200 円 

人頭割  1 人 1 回 50 円 

２ 従量制   18 リットル   80 円 

 

ごみ処理の手数料を変更。 

終末処分のみ 3,000 円 

 

「八尾市火葬場条例施行規則」を制定。 

 

保健衛生部を生活環境部に名称変更。 

清掃改善対策室を廃止。 

 

財団法人八尾市清協公社設立。し尿収集業務等を委託。 

 

八尾市公害対策審議会に「八尾市の環境保全に関する方策について」諮問。 
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昭和５１年   ３月 

 

昭和５１年   ４月 

 

 

昭和５１年   ８月 

 

昭和５４年   ５月 

 

昭和５４年 １０月 

 

 

 

 

 

 

 

昭和５５年   １月 

 

 

昭和５５年   ４月 

 

 

 

 

昭和５５年   ７月 

 

昭和５８年   ５月 

 

昭和５９年   ２月 

 

 

昭和６１年   ４月 

 

昭和６２年   ４月 

 

平 成 元 年   ４月 

 

平 成 元 年 １２月 

 

平 成 ３ 年   ４月 

 

 

平 成 ４ 年   ４月 

 

 

 

平 成 ４ 年 １０月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「八尾市あき地の適正管理に関する条例」を制定。 

 

衛生処理場の使用料を変更。 

し尿浄化槽汚泥 1.8 キロリットル 500 円 

 

「八尾市あき地の適正管理に関する条例施行規則」を制定。 

 

廃棄物処理施設対策室を設置。 

 

ごみ処理の手数料を変更。 

事業系一般廃棄物 

週 2 回収集  ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額  300 円 

週 3 回収集  ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 1,000 円 

週 4 回収集  ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 1,500 円 

週 5 回収集  ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 2,500 円 

週 6 回収集  ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 3,000 円 

 

市内の一部(長池地区福祉委員会傘下 25 町会 3,100 世帯)をモデル地区とし、ごみの分別収集

(「可燃」「不燃」「粗大」)及び有価物集団回収奨励金交付制度を試行。 

 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 世帯割 月額  300 円 

人頭割 1 人 1 回 150 円 

２ 従量制   18 リットル   120 円 

 

市内全域でごみの分別収集及び有価物集団回収奨励金交付制度(1kg 当たり 2 円)を実施。 

 

「浄化槽法」公布。 

 

不燃物処理資源化施設(リサイクルプラザ)が完成。 処理能力 30t/5 時間 

廃棄物破砕工場とリサイクルプラザをあわせて廃棄物処理センターに名称変更。 

 

生活環境部と市民経済部を統合し、市民生活部として改編。 

 

有価物集団回収奨励金を 1kg 当たり 3 円に改正。 

 

有価物集団回収奨励金を 1kg 当たり 4 円に改正。 

 

衛生処理場更新検討委員会を設置。 

 

「再生資源の利用の促進に関する法律(改正後名称:資源の有効な利用の促進に関する法律)」公

布。 

 

市民生活部を環境部と市民部に再編。 

清掃事業所をごみ減量課と清掃事業所に分課。 

廃棄物処理施設対策室を廃止。 

 

ごみ及びその他の廃棄物処理の手数料を変更。 

１ 事業用手数料 

週 2 回収集 ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額  600 円 

週 3 回収集 ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 2,000 円 

週 6 回収集 ポリ容器 45 リットル入り 1 個 月額 6,000 円 

２ 事業用以外の臨時手数料 

積載量 1t につき 6,000 円 

ただし、収集及び運搬を除く終末処分のみの場合は、1t につき 4,000 円 

３ その他の廃棄物 

犬、猫等の死体 1 匹につき 2,000 円 

ただし、収集及び運搬を除く終末処分のみの場合は、1 匹につき 1,000 円 
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平 成 ５ 年   ３月 

 

 

平 成 ５ 年   ４月 

 

 

平 成 ５ 年   ６月 

 

平 成 ５ 年 １１月 

 

平 成 ６ 年 １０月 

 

 

平 成 ７ 年   ３月 

 

 

平 成 ７ 年   ６月 

 

平 成 ８ 年   ３月 

 

 

平 成 ８ 年   ４月 

 

 

平 成 ８ 年 １０月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ９ 年   ４月 

 

 

 

平 成 ９ 年   ９月 

 

平 成 ９ 年 １０月 

 

平 成 ９ 年 １１月 

 

 

平成１０年   ６月 

 

平成１０年 １０月 

 

 

 

 

 

し尿処理の手数料を変更。 

１ 普通手数料 世帯割 月額  400 円 

人頭割 1 人 1 回 200 円 

２ 従量制   18 リットル   160 円 

 

「八尾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」を全部改正し、「八尾市廃棄物の減量及び適正処

理に関する条例」を制定。 

 

「八尾市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則」を全部改正し、「八尾市廃棄物の減量及

び適正処理に関する条例施行規則」を制定。 

 

生ごみ堆肥化容器(コンポスト)購入費助成金交付制度を実施。 

 

「環境基本法」公布。 

 

美園地区周辺(美園地区・久宝寺地区・八尾第２地区福祉委員会傘下 23 町会約 3,000 世帯)をモデ

ル地区とし、ごみの 5 種分別(「可燃」「資源」「埋立」「複雑」「粗大」)を指定袋制により試行。

 

大阪市 環境事業局 八尾工場の新工場が完成、翌月より稼動。 基準能力 600t/24 時間 

衛生処理場の新処理場が完成。 処理能力 275 キロリットル/日 

 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(容器包装リサイクル法)」公布。

 

一般廃棄物最終処分場が完成。 

敷地面積 19,733 ㎡ 埋立地面積 12,300 ㎡ 全体容量 70,000ｍ3 

 

ごみ減量課、清掃事業所、衛生処理場を環境事業課、環境施設課に再編。 

環境事業課ごみ政策室を設置。 

 

ごみの 5 種分別指定袋制(「可燃」「資源」「埋立」「複雑」「粗大」)を全市民協力のもとに実施。

事業用ごみ手数料 

ア 基本手数料 

可燃収集 1 回 1 袋につき    100 円 

可燃以外の収集 1 回 1 袋につき 60 円 

イ 特別手数料 

可燃収集が週 3 回のとき 1 袋につき月額 1,000 円 

可燃収集が週 6 回のとき 1 袋につき月額 4,000 円 

週 2 回の可燃収集をする事業者に対しては、基本手数料のみを徴収し、週 3 回以上の可燃収

集をする事業者に対しては、基本手数料のほか収集回数に応じて特別手数料を徴収する。 

生ごみ堆肥化ぼかし容器貸与制度を実施。 

 

「容器包装リサイクル法」一部施行。 

有価物集団回収奨励金を 1kg 当たり 5 円に改正。 

環境事業課管理係、推進係をごみ政策室と業務係に統合。 

 

一般廃棄物最終処分場にペットボトル減容機を設置し、ストックヤードの整備をおこなう。 

 

市役所本庁舎、各出張所及び清掃庁舎の計 12 ヶ所を拠点として、ペットボトルの回収を実施。

 

八尾市ごみ減量・リサイクル推進連絡協議会設立。翌月より販売店等によるペットボトルの回

収開始。 

 

「特定家庭用機器再商品化法(家電リサイクル法)」公布。 

 

清掃庁舎の土曜閉庁に伴いごみ収集曜日を変更。 

有価物集団回収事業回収業者報償金制度を実施。 

大阪府廃棄物減量化・リサイクル推進会議との共催により、環境啓発イベント「リサイクルフ

ェア'98 大阪 in やお」を総合体育館(ウィング)にて開催。 
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平成１１年   ５月 

 

 

平成１１年 １０月 

 

 

平成１２年   ２月 

 

平成１２年   ３月 

 

平成１２年   ４月 

 

 

 

平成１２年   ６月 

 

平成１３年   ４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１３年   ９月 

 

平成１３年 １０月 

 

平成１３年 １１月 

 

平成１３年 １２月 

 

平成１４年   ２月 

 

 

平成１４年 １２月 

 

平成１５年  ６月 

 

 

平成１５年  ９月 

 

平成１６年  ６月 

 

平成１６年 １２月 

 

平成１７年  １月 

 

平成１７年  ９月 

 

 

平成１８年  ６月 

 

平成１９年  ２月 

 

平成１９年  ５月 

 

 

市役所本庁舎、各出張所及び清掃庁舎の計 12 ヶ所を拠点として、充電式電池(二次電池)の回収

を実施。 

 

八尾市ごみ減量・リサイクル推進連絡協議会により、八尾市ごみ減量・リサイクル推進店(ごみ

減量とリサイクルに取り組むお店)認定制度を実施。 

 

「八尾市廃棄物減量等推進審議会規則」を制定。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会を設置。 

 

「容器包装リサイクル法」完全施行。 

環境事業課ごみ政策室と環境総務課の企画・総務部門を統合して、環境政策室を設置。 

家庭用電動生ごみ処理機購入助成金交付制度を実施。 

 

「循環型社会形成推進基本法」公布。 

 

「家電リサイクル法」施行。 

粗大ごみ等の電話等による予約制度を実施。 

事業用以外のごみ手数料 

臨時手数料(特定家庭用機器廃棄物を除く) 

積載量 1t につき 6,000 円 

ただし、収集及び運搬を除く終末処分のみの場合は、1t につき 4,000 円 

特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬手数料 

1 個につき 2,500 円 

 

 

「八尾市火葬場条例」を改正し、「八尾市斎場条例」に変更。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会より「施設整備への対応に関する中間報告」中間答申。 

 

八尾市立斎場が完成。翌年 2 月より供用開始。 

 

「八尾市火葬場条例施行規則」を改正し、「八尾市斎場条例施行規則」に変更。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会より「一般廃棄物の減量及び適正処理等に関する基本方策につ

いて」答申。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会に「八尾市一般廃棄物処理基本計画(ごみ編)」について諮問。

 

「八尾市墓地条例」を全部改正（施行日は平成１５年７月）。 

「八尾市墓地条例施行規則」を全部改正（施行日は平成１５年７月）。 

 

「八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」を策定。 

 

「八尾市納骨堂条例」を制定（施行日は平成１７年１月）。 

 

「八尾市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」を全部改正（施行日は平成１７年１０月）。

 

「八尾市納骨堂条例施行規則」を制定。 

 

「八尾市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例施行規則」を全部改正（施行日は平成１７年

１０月）。 

 

事業系一般廃棄物（可燃）収集運搬業許可制度の運用を開始。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会に「八尾市一般廃棄物処理基本計画(ごみ編)」について諮問。

 

八尾市廃棄物処理センター建替工事に着工。 
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平成２０年  ４月 

 

平成２０年  ６月 

 

平成２０年  ９月 

 

平成２０年 １０月 

 

 

 

平成２０年 １２月 

 

平成２１年  ３月 

 

平成２１年  ４月 

 

平成２１年  ５月 

 

平成２１年 １０月 

 

 

平成２２年  ２月 

 

 

環境部と市民産業部を統合し、経済環境部として再編。 

 

八尾市立リサイクルセンターの試験運転開始。 

 

八尾市廃棄物減量等推進審議会より「八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」について答申。

 

西山本地区（西山本地区 20 町会約 2,600 世帯）をモデル地区とし、ごみの 8 種分別・指定袋制

（「可燃（燃やす）ごみ」「資源物」「容器包装プラスチック」「埋立」「複雑」「ペットボトル」

「簡易ガスボンベ・スプレー缶」「粗大」）を試行。 

 

「八尾市立リサイクルセンター学習プラザ条例」を制定（施行日は平成２１年５月）。 

 

八尾市立リサイクルセンターの竣工。 

 

「簡易ガスボンベ・スプレー缶」の分別収集を全市域にて実施。 

 

八尾市立リサイクルセンター学習プラザのオープン。 

 

ごみの 8 種分別・指定袋制（「可燃（燃やす）ごみ」「資源物」「容器包装プラスチック」「埋立」

「複雑」「ペットボトル」「簡易ガスボンベ・スプレー缶」「粗大」）を全市域にて実施。 

 

「八尾市一般廃棄物再生輸送業の指定に関する規則」を制定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （２）資源化量の動向 

 市が分別収集した資源物、容器包装プラスチック、ペットボトル、粗大ごみ等から

回収した資源回収量と集団回収量の資源化量の推移を図２－13に示しています。最近

は、新聞・雑誌等の購読量が低下傾向にあり、本市における集団回収量の大半を占め

る古紙類も同様の傾向にあることから、集団回収量が減少し、資源化量全体も低迷現

象を示しています。 

 表２－５には、平成22年度における市民１人１日当たりの資源化量を整理しました。

全てを合わせると、154ｇ/人/日となっています。 

図２－13 資源化量の動向 
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表２－５ 市民１人１日当たりの資源化量（平成22年度） 

資源化実績 
回収別品目区分 資源化量 

（ｔ/年） 
市民１人当たり 
（g/人/日） 

 古紙類 10,646.44 107 

紙パック 99.94 1 
集団回収 

古布 545.19 6 

 金属類 129.71 1 

小計  11,421.28 115 

 びん・缶類 1,595.30 16 

分別収集 ペットボトル 294.45 3 

 容器包装プラスチック 1,215.73 12 

小計  3,105.48 31 

 金属類 751.54 8 

破砕後回収等 危険物・蛍光管 1.65 0 

家 
庭 
系 
ご 
み 

小計  753.19 8 

資源化量合計 15,279.95 154 
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 （３）分別排出率 

 資源化量（市が分別収集したごみから回収した資源回収量と集団回収量）と家庭系

ごみ組成分析調査から得た可燃（燃やす）ごみ及び埋立ごみ中に含まれている資源化

可能物の量から求めた、資源回収ルートへ排出された割合を占めす分別排出率の現状

を表２－６に整理しました。 

 古紙類はミックスペーパー（紙製容器包装、パンフレット、メモ紙、封筒等）、牛乳

パックを除けば高い割合となっています。ペットボトルの分別排出率は高い水準にあ

りますが、容器包装プラスチックは30％程度となっています。また、缶類・びん類は

90％を越えた分別排出率となっています。 

    

表２－６ 分別排出量の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集団
回収

分別
収集

収集
ベース

その他 合計
ご み中の

割合

1人1日
当たり
排出量
（ ｇ ）

②

備考

新聞紙( そのま ま 排
出) ・ 折込広告・ Ｐ Ｒ 誌

6, 988 0 0 6, 988 70. 5 3. 20% 16. 0 81. 5%

雑誌・ 書籍 2, 136 0 0 2, 136 21. 6 0. 73% 3. 6 85. 7%

紙類 段ボール 1, 523 0 0 1, 523 15. 4 1. 29% 6. 4 70. 6%

小計 10, 647 0 0 10, 647 107. 5 5. 22% 26. 0 80. 5%

牛乳パッ ク 100 0 0 100 1. 0 0. 70% 3. 5 22. 2%

ミ ッ ク ス ペーパー 0 0 0 0 0. 0 8. 23% 41. 1 0. 0%

計 10, 747 0 0 10, 747 108. 5 19. 37% 70. 6 60. 6%

0 347 32 379 3. 8 0. 31% 1. 4 73. 1%
可燃ご み中のペッ ト ボト ルの飲み残し 率10％
と 想定し て分別排出率を 算定し て いる 。

0 1, 464 0 1, 464 14. 8 8. 50% 34. 0 30. 3%

ア ルミ 蒸着袋は含む。 発泡ト レ イ も 含めた目
標。 なお、 食品付着物が洗浄、 乾燥する こ と
によ り 除かれる ので、 収集ベース の重量に
80％を 乗じ て 分別排出率を 算定し ている 。

計 0 1, 811 32 1, 843 18. 6 － 35. 4 34. 4%

布類 古布 545 0 0 545 5. 5 1. 60% 8. 0 40. 7%

金属類 缶 129 603 0 732 7. 4 0. 08% 0. 4 94. 9%

ガラ ス類 びん 0 1, 776 0 1, 776 17. 9 0. 30% 1. 5 92. 3%

簡易ガスボン ベ・ ス プ レ ー缶 0 45 0 45 0. 5 0. 00% 0. 0 100. 0%

生ご み コ ン ポス ト 0 0 307 307 3. 1 39. 21% 195. 8 1. 6%

合計 11, 421 4, 235 339 15, 995 161. 5 － 311. 7 －

注１ ） 分別収集量は、 異物も 含む分別収集量です。

　 ２ ） 缶・ びんの分別収集量は、 分別収集量2, 462ｔ にご み組成分析調査から 求めた缶・ びんの割合を 乗じ て推定し て いま す。

　 ３ ） 破砕後の金属回収量は含めていま せん。

　 ４ ） 生ご みコ ン ポスト 量は、 Ｈ 22可燃（ 燃やす） ご み原単位（ 491ｇ ) ×40％( H22ご み組成調査厨芥率) ×投入率( 80％) で 推定し て いま す。

　 ５ ） ミ ッ ク ス ペーパーの量は、 H22ご み組成分析調査を 用いて推計し ていま す。

可燃・ 埋立ご み中への
排出状況( H22)

分別排出率

①÷（ ①＋②）

プ ラ ス
チ ッ ク 類

ペッ ト ボト ル

容器包装プ ラ スチ ッ ク

品　 目

　 資源化の実績（ ｔ ）

1人1日当たり
の資源化量
実績（ ｇ ）

　 ①
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 第５節 ごみ排出量、資源化量の他都市との比較 

 平成21年度における府内市町村別の市民（町民）１人１日当たりのごみ排出量と資源

化量を表２－７に示しました。 

 本市は、集団回収は市民１人１日当たりの回収量は多く、府内でも上位に位置付けら

れていますが、ごみ排出量等の他の指標は概ね20番前後であり、今後更に一層、ごみ減

量・資源化に努めていく必要があります。 

 

表２－７ 府内市町村別の市民（町民）１人１日当たりのごみ排出量と資源化量 

                                （平成21年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：排出量：ｇ/人/日）

備考

排出量
順位

(少ない順）
排出量

順位
(少ない順）

排出量
順位

(少ない順）
排出量

順位
(多い順）

排出量
順位

(多い順）
排出量

順位
(多い順）

排出量
順位

(多い順）

大阪市 525.0 6 733.7 42 1258.7 42 37.2 36 42.6 36 18.5 16 79.8 38

堺市 585.3 25 414.3 34 999.6 34 109.7 8 42.6 36 7.9 24 152.3 20 資源化量の内訳はその他が多い

岸和田市 564.3 16 382.1 31 946.4 32 101.7 13 60.2 19 34.9 3 161.9 15

豊中市 536.0 8 314.1 26 850.1 22 55.6 32 48.3 29 4.7 26 103.9 33

池田市 575.6 19 269.7 22 845.3 21 49.3 34 49.1 27 0.4 30 98.4 35

吹田市 552.6 13 331.9 29 884.5 26 81.8 25 45.3 32 0.0 32 127.1 28

泉大津市 545.2 11 395.0 33 940.2 31 95.1 17 52.3 24 0.0 32 147.4 24

高槻市 577.3 21 423.7 36 1001.0 36 85.3 23 37.5 40 0.0 32 122.8 30

貝塚市 606.5 32 445.8 38 1052.3 39 96.2 15 58.1 21 29.5 6 154.3 19

守口市 463.7 1 327.9 28 791.6 9 78.9 27 108.8 4 39.4 2 187.7 7

枚方市 516.1 4 221.4 18 737.5 4 142.6 3 62.2 16 30.4 5 204.8 5 別途、プラスチック類資源化量有り

茨木市 565.7 18 528.1 41 1093.8 41 108.7 10 137.4 2 0.0 32 246.1 2 溶融スラグ

八尾市 578.1 22 261.9 20 840.0 20 121.2 6 34.3 42 6.9 25 155.5 18

泉佐野市 486.6 3 837.2 43 1323.8 43 22.5 37 68.3 14 15.7 18 90.8 36

富田林市 715.4 39 102.0 4 817.4 16 117.2 7 61.0 17 13.2 21 178.2 12

寝屋川市 590.1 28 214.7 16 804.8 13 88.4 21 97.8 7 43.2 1 186.2 9 プラスチック類を計上した

河内長野市 579.9 24 160.5 9 740.4 5 133.0 5 102.1 6 17.0 17 235.1 3

松原市 543.3 10 278.7 23 822.0 17 88.5 20 76.9 11 18.8 15 165.4 14

大東市 587.3 26 215.7 17 803.0 12 71.0 29 50.7 25 24.7 9 121.7 32

和泉市 565.5 17 264.7 21 830.2 18 100.1 14 50.5 26 1.7 28 150.6 21

箕面市 553.8 14 332.4 30 886.2 27 109.6 9 46.9 30 1.8 27 156.5 17

柏原市 728.9 41 152.3 8 881.2 24 14.7 38 43.6 35 0.0 32 58.3 39

羽曳野市 663.0 37 201.6 14 864.6 23 79.1 26 23.6 43 0.0 32 102.7 34

門真市 546.3 12 464.0 39 1010.3 37 71.9 28 66.2 15 20.5 11 138.1 25

摂津市 517.9 5 421.3 35 939.2 30 103.4 12 56.5 22 0.0 32 159.9 16

高石市 541.1 9 292.9 24 834.0 19 96.1 16 36.2 41 0.4 30 132.3 26

藤井寺市 612.1 33 432.5 37 1044.6 38 0.0 40 45.0 33 0.0 32 45.0 43

東大阪市 589.2 27 473.0 40 1062.2 40 83.4 24 40.4 38 9.6 23 123.8 29

泉南市 576.7 20 388.9 32 965.6 33 53.9 33 75.9 12 19.3 13 129.8 27

四條畷市 579.5 23 198.8 13 778.3 7 89.4 19 97.7 8 25.1 8 187.1 8 資源化量の内訳はその他が多い

交野市 534.7 7 147.3 7 682.0 2 38.3 35 84.2 10 34.6 4 122.5 31

大阪狭山市 725.3 40 165.1 10 890.4 28 138.6 4 40.1 39 1.5 29 178.7 11

阪南市 600.5 31 205.3 15 805.8 14 68.0 30 103.5 5 19.0 14 171.5 13

島本町 590.7 29 98.2 2 688.9 3 0.0 40 48.5 28 0.0 32 48.5 41

豊能町 662.4 36 117.7 6 780.1 8 91.7 18 190.0 1 27.7 7 281.7 1

能勢町 469.6 2 303.3 25 772.9 6 67.1 31 114.8 3 19.8 12 181.9 10

忠岡町 599.2 30 197.9 12 797.1 11 105.3 11 44.8 34 0.0 32 150.1 22

熊取町 561.2 15 233.3 19 794.5 10 0.0 40 87.1 9 24.5 10 87.1 37

田尻町 673.1 38 327.8 27 1000.9 35 0.7 39 55.5 23 0.0 32 56.2 40

岬町 789.6 43 104.4 5 894.0 29 0.0 40 46.1 31 0.0 32 46.1 42

太子町 645.3 35 29.4 1 674.7 1 87.8 22 60.7 18 15.2 19 148.5 23

河南町 784.6 42 98.9 3 883.5 25 145.5 2 58.8 20 9.7 22 204.3 6

千早赤阪村 634.7 34 172.3 11 807.0 15 148.9 1 69.5 13 13.6 20 218.4 4

内訳 プラスチック製
容器包装

資源化量ごみ排出量

市区町村名 資源化量計
分別収集等公共関与

による資源化
集団回収量

生活系
※集団回収量は除く

事業系 ごみ排出量計

出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 
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 第６節 ごみ処理手数料とごみ処理費用の現状 

 焼却手数料は、大阪市との行政協定に基づく協議の結果、平成20年７月１日から142

円/10kgとなっています。 

 家庭系ごみの各分別収集区分別の処理１ｔ当たりの経費を算定して表２－８に整理

しています。可燃（燃やす）ごみは収集・運搬、処理処分を含め、１ｔ当たり約32千円

です。容器包装プラスチックやペットボトルのように、嵩張るものの軽量のごみは１ｔ

当たりの処理単価はかなり高額となっています。 

 

表２－８ ごみ処理経費（平成21年度） 

 

【単位：千円】

平成21年決算 可燃 粗大・複雑 資源 容プラ ペット 埋立

1,608,829 874,628 201,284 199,012 199,585 100,314 34,006

1,379,380 1,071,383 138,004 59,433 58,613 31,936 20,011

188,173 65,957 33,617 30,781 30,674 25,399 1,745

3,176,382 2,011,968 372,905 289,226 288,872 157,649 55,762

364,882 358,481 6,018 251 0 0 132

43,300 27,700 4,300 4,300 4,200 2,100 700

40,540 764 22,303 15,640 176 1,628 29

448,722 386,945 32,621 20,191 4,376 3,728 861

2,727,660 1,625,023 340,284 269,035 284,496 153,921 54,901

2,526,912 1,625,023 139,536 269,035 284,496 153,921 54,901

57,766㌧ 50,390㌧ 3,061㌧ 2,379㌧ 818㌧ 168㌧ 950㌧

43,744円 32,249円 45,585円 113,087円 347,795円 916,196円 57,791円

44,229円 33,133円 46,592円 109,475円 194,717円 412,243円 63,690円

21,621,000枚 13,482,000枚 651,000枚 2,670,000枚 2,796,000枚 1,371,000枚 651,000枚

117円 121円 214円 101円 102円 112円 84円

※【参考値】については、8種分別収集が平成21年10月実施であったことを考慮して、平成22年度の運営実績、処理量をベースに再計算した数値である。

平成21年度　ごみ処理費用

施設整備費 －③　

総　経　費 　〔①＋②＋③〕

　　　項目　　　　　　　　　　　　区分

収集運搬経費 －①

処理経費　－②　

歳
　
　
出

地方債 小計－②　

総経費－総収入（粗大除く）　（X)

手数料  小計－① 

総　収　入 　〔①＋②＋③〕

総　経　費　－　総　収　入

雑入 小計－③　

歳
　
　
入

処　　理　　量　（Y)

処理量1㌧当たりのコスト　（X)/（Y)

指定袋製作枚数　（Z)

指定袋1袋当たりのコスト　（X)/（Z)

【参考値】　　処理量1㌧当たりのコスト
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 第７節 清掃事業関係に係る体制 

  平成22年度における清掃事業関係に係る体制は、図２－14に示すとおりです。 

 

図２－14 清掃事業関係に係る体制（平成22年度） 
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 経済環境部(190) 資源循環課(13) 減量推進係(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）（ ）内は職員数。 

課の職員には課長,参事,課長補佐が含まれるため、係の職員数の和と一致しません。 

  部の職員には部長,理事,次長が含まれるため、課の職員数の和と一致しません。 

 

 資源循環課 

□ 減量推進係 

 ① 一般廃棄物処理計画に関すること。 

 ② ごみ処理事業の調査、研究及び統計に関すること。 

 ③ ごみ減量化及び再資源化に係る企画、立案、啓発及び推進に関すること。 

④ 八尾市廃棄物減量等推進審議会に関すること。 

⑤ 大阪市環境局等に係る連絡調整に関すること。 

 ⑥ 有価物集団回収に関すること。 

 ⑦ 指定ごみ袋に関すること。 

□ 指導係 

 ① 一般廃棄物処理業（し尿及び浄化槽汚泥を除く。）の許可に関すること。 

 ② 一般廃棄物再生利用業の指定に関すること。 

③ 事業系ごみの適正処理対策及び指導に関すること。 

  

指 導 係(7) 

庶 務 係(4) 

業務推進係(147)

施設管理係(4) 

学習プラザ(2) 

環境事業課(154) 

環境施設課(20) 

ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ(4) 

最終処分場(4) 

 斎 場 (2) 
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 環境事業課 

□ 庶務係 

 ① 作業中の事故及び災害の処理に関すること。 

 ② あき地管理の調査及び指導に関すること。 

 ③ 環境衛生の啓発及び向上並びに衛生害虫等の駆除に関すること。 

 ④ 清掃庁舎の管理に関すること。 

 ⑤ ごみ処理の申込みに係る受付及び処理に関すること。 

 ⑥ ごみ処理手数料の徴収に関すること。 

 ⑦ 作業用自動車の維持管理に関すること。 

□ 業務推進係 

 ① ごみ処理事業の実施に関すること。 

 ② 臨時収集及び不法廃棄の処理に関すること。 

 ③ ごみ収集作業の指導に関すること。 

 ④ ごみ処理手数料の査定に関すること。 

⑤ 作業用自動車の運行管理に関すること。 

 ⑥ ごみの分別排出の指導及び環境教育に関すること。 

 

 環境施設課 
□ 施設管理係 
 ① 搬入ごみの受付、処理処分及び手数料徴収に関すること。 
 ② リサイクルセンター（市立リサイクルセンター学習プラザを含む。）の管理運営に関

すること。 
 ③ 廃棄物最終処分場の管理運営に関すること。 
 ④ 市立衛生処理場の管理運営に関すること。 
⑤ し尿収集に関すること。 

 ⑥ 財団法人八尾市清協公社の監督及び指導に関すること。 
 ⑦ し尿及び浄化槽汚泥に係る一般廃棄物処理業の許可に関すること。 
 ⑧ 浄化槽清掃業等の許可に関すること。 
 ⑨ 公衆便所の管理に関すること。 
 ⑩ 市立墓地、市立斎場及び市立納骨堂に関すること。 
 ⑪ 環境施設の整備に関すること。 
 ⑫ 八尾市柏原市火葬場組合に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2－25 

 

第８節 計画策定に向けた課題 

 （１）現行計画の目標達成状況 

 平成15年９月に策定した「八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」では、目標年

度の平成23年度に、表２－９に示す数値目標を掲げていました。平成22年度時点での

実績と比較して、その達成状況を把握しました。 

 資源類を除くごみ量のうち、収集ごみ（資源類を除く）の平成23年度における数値

目標は、平成22年度で既に達成していますが、直接搬入ごみは未達成となっています。

これは、平成18年6月からの事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度の導入

に伴い、これまでの事業用指定袋（有料）による市収集から許可業者による収集への

移行が進んだことによるものです。また、資源類において、本市における資源化の推

進の根幹をなす集団回収については、府内でも高い水準にあるものの、社会的な新聞・

雑誌等の講読量の低下傾向と同様に、減少傾向にあることや、事業系の資源化量の状

況の把握ができていないことなどから目標が未達成となっております。 

以上の状況を踏まえ、市民・事業者を問わず、環境へ配慮した行動の浸透に努め、

更なる減量化・資源化に取り組んでいく必要があります。なお、表２－７に示してい

ますが、現在の本市のごみ減量・資源化のレベルは、大阪府内でほぼ真ん中のレベル

にあり、さらに上を目指してより一層努力していく必要があります。 

 表２－９ 平成15年９月策定「八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」 

                           数値目標の達成状況 

 数値目標 

(平成23年度）

実績 

（平成22年度) 
達成状況 

人 口 人 280,200   271,505 － 

可燃ごみ   525.41    490.81 達成 

埋立ごみ    11.36     8.45 達成 

複雑ごみ    13.73     7.82 達成 

粗大ごみ    33.55    18.21 達成 

臨時ごみ等    12.52     7.86 達成 

収集ごみ 

(資源類 

を除く) 

小 計   596.57    533.15 達成 

直接搬入ごみ（平成22年度

は許可業者分含む） 

   104.41    253.23 
未達成 

資源類

等を除

くごみ

量 

合 計   700.98    786.38 未達成 

資源回収 
(集団回収除く) 

   75.97     43.44 未達成 

集団回収   205.41    115.25 未達成 家庭系 

小 計   281.38    158.69 未達成 

事業系   168.52 － － 

資源類 

合 計 

ｇ/人/日

  449.90 － － 

注）発生抑制の数値目標の計測は困難であり、上表にその数値目標は記載していません。 
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 （２）計画策定に向けた重点課題 

   以下、本計画を策定するに向けた重点課題を列挙しました。 

 

  Ⅰ．市民や事業者をさらに一層の発生抑制・再使用行動の実践に向けて誘導する。 

 本市においては、可燃ごみの焼却処理は、大阪市との共同処理（行政協力協定に基

づき建設された大阪市環境局八尾工場）で行ってきましたが、大阪市域におけるごみ

の減量等に伴い、大阪市のごみ焼却工場の整備・配置計画の検討により、近い将来、

焼却工場の施設整備費や管理運営費といった負担が必要となってくることが予想され

ます。 

 また、焼却灰の最終処分は、大阪湾広域臨海環境整備センターに依存していますが、

現行の計画が平成３３年度に終了するため、次期計画の検討が行われている中で、環

境省等から近畿圏での３Ｒの取り組みの遅れを指摘されたことから、大阪湾圏域広域

処理場整備促進協議会から圏域（近畿２府４県１６８市町村）に対して、ごみ減量の

努力を要請しているところです。 

このような状況を踏まえると、現在、本市のごみ減量・資源化のレベルは、府内で

ほぼ真ん中のレベルにありますが、今のうちにごみ減量化に向けた取り組みを進めて

おく必要があり、さらなる上を目指して、市民・事業者・行政の三者がお互いの責任

を果たし、また、連携して、さらに一層努力していくことが課題となります。 

 

  Ⅱ．ごみ減量・資源化に向けて連携を強化する。 

これからの更なるごみ減量・資源化に向けて、行政から一方的な取り組みや施策の

押し付けではなく、地域に密着したごみ減量推進員との協力体制を強化し、また市民

との情報交流の拡充に努めることや、地域の集団回収活動を支援するなど、市民との

協働を進めていく必要があります。また、事業者のごみ減量・資源化については、資

源を有効活用する事業活動について、市民への情報提供や連携を図るなど、ごみ減量・

資源化の実践に向けて市民・事業者及び行政の三者が協働で取り組むことが重要です。 

 

  Ⅲ．循環型システム構築のための家庭系ごみの有料制について検討する。 

本市が上記Ⅰで記しました状況にある中で、循環型社会構築のための環境施策の展

開に必要な財源の確保、ごみ排出量に応じたごみ処理費用の負担の公平化、ごみの現

状、減量・リサイクル等に対する市民意識の向上、さらには、ごみの発生・排出抑制

につながる家庭系ごみの有料制導入について検討していくことが必要です。 

 

 

 

 

 



  Ⅳ．循環型システムの仕組みをつくる。 

 本市は、東部山麓地域を抱え、その麓には農地が散在しています。このため、家庭

で堆肥をつくり、農家で利用してもらい、その成果の農産物を農家から家庭に引き渡

す、循環型システムの仕組みをつくることが可能です。また、機械関連工場が多いま

ちの特性を活かし、市内で発生したおもちゃ等の修理工場の運営など、本市のまちの

特性を活かした地域循環の仕組みづくりを検討していくことが必要です。 

 

Ⅴ．八尾市立リサイクルセンター「学習プラザ『めぐる』」のさらなる活用 

 八尾市立リサイクルセンター「学習プラザ『めぐる』」は、資源物の処理施設とごみ

減量・資源化の啓発・普及を目的とした複合施設です。しかし、学習プラザ『めぐる』

を訪れたことがある人は１％であり、知っている人を含めても３割にも達しません。 

学習プラザ『めぐる』には、ごみのリサイクルに関する体験ができる工房があるほ

か、展示スペースなど様々な機能を持っており、適切に活用することで、市民啓発や、

市民によるごみ減量活動の支援を効果的に行うことが可能です。 

そのためにも、まずは学習プラザ『めぐる』で行われているイベント等に関する情

報提供の充実等を進め、市民に学習プラザ『めぐる』を訪れる機会を増やしてもらう

とともに、発生抑制や再使用等のごみ減量に関する情報提供やリサイクルに関する体

験学習などの環境教育を積極的に実施するなど、学習プラザ『めぐる』の活用を進め

ることが必要です。 

 

図２－15 八尾市リサイクルセンター「学習プラザ『めぐる』」に行ったことがあるか 

 
行ったことがある

知っている

初めて知った

無回答 1.2%

24.2%

70.7%

3.9%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）平成 22 年度市民アンケート調査 
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  Ⅵ．10年後の将来を見据えた取り組みを進める。 

 本市におけるごみの焼却処理については、大阪市との行政協力協定に基づき、大阪市

環境局八尾工場で共同処理を行ってきましたが、近い将来、新たな焼却処理施設にかか

る施設整備費や管理運営経費といった負担が必要になってくる可能性が見込まれます。

また、焼却処理に伴って生じた焼却灰の最終処分は、大阪湾広域臨海環境整備センター

に依存していますが、現在の最終処分場での受け入れが終了した以降の大阪湾フェニッ

クス計画の事業継続に向け、圏域市町村にはなお一層のごみ減量・資源化の推進が求め

られております。 

 このように、今後想定される本市の課題の解消に向けて、今から10年後の大きな課題

情報収集、調査研究を進めるとともに、市民・事業者と連携・協力しながらごみの減量

化・資源化に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

 



第３章 基本構想 

 

 第１節 基本理念 

 

 

 

 

 

『環境にやさしいコミュニティ』を形成し、 

『ごみゼロ（ごみの最終処分量ゼロ）、資源が循環するまち』

                    の構築を目指す。

 

 家庭から排出されるごみや事業者から排出されるごみは、単に、それぞれの活動から

単独に発生するわけではなく、各々の活動が密接に絡み合っています。例えば、製造業

や販売店で包装された容器・包装材は、商品保護の必要がなくなった時点で家庭からご

みとして捨てられます。また、お買い得イメージを消費者に感じてもらうため必要以上

に詰め合わせられたパック商品のうち、使い切れなかった残りの商品はごみとして捨て

られます。一方、売り切れによる消費者離れを防ぐための必要以上の品揃えが、販売店

からの廃棄食品を生み、過度の品定めにより傷んだ生鮮食料品などと同様に、販売店か

ら廃棄食品として捨てられます。 

 このように、無駄な食料品等の廃棄に至る過程を家庭も販売店等の事業者も相互に理

解し、解決する方法を両者で考え、お互いに協力して、「もったいない」と表現される

手が付けられていない食料品等のごみの廃棄量を削減することが重要です。 

 さらに、ごみとして排出された資源を有効利用するためには、家庭や事業者といった

排出者は資源化工程を理解し、きちんと分別排出し、それを市や資源回収業者が定期的

に回収するなど各々の役割を果たすとともに、市は、集団回収等の資源回収の取り組み

が不十分な地域を訪れ、関係者に働きかけ、さらに、資源化の取り組みに参画するよう

関係者間の調整を行うことや、回収後の資源の流れに関する情報提供を行うなど、市民

意識の向上を図ることが必要です。 

 以上のように、ごみの減量と資源化の推進による循環型社会を構築していくためには、

市民・事業者・行政の三者が循環型社会を構築のための情報を共有し、構築に向けての

取り組みに共感・参加し、力を合わせて循環型社会を構築に取り組んでいくような『環

境にやさしいコミュニティ』を形成することが重要であり、市として弛まぬ努力を重ね

ていく必要があるものと考えます。 

 このため、本計画の基本理念は、前計画と同じく『環境にやさしいコミュニティ』を

形成し、ごみの発生抑制、再使用、再生利用を進め、『ごみゼロ（ごみの最終処分量ゼ

ロ）、資源が循環するまち』の構築を目指すこととします。 

 なお、市民には地域で活動するグループ、広域的にごみや環境問題に取り組む市環境

ＮＰＯ等の市民団体 事業者としては、ごみの収集を担う収集運搬業者、再生業者を含

みます。また、市とはごみ行政の推進に取り組む担当者だけでなく、市職員全体を意味
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します。 

 

第２節 基本方針 

 『環境にやさしいコミュニティを形成し、ごみゼロ、資源が循環するまち』の構築を

目指すため、以下の６つの基本方針を定めました。 

（１）パートナーシップの構築 

 『環境にやさしいコミュニティ』を形成していくため、市民、地域で活動するグル

ープ、広域的にごみや環境問題に取り組む市環境ＮＰＯ等の市民団体、事業者、ごみ

の収集を担う収集運搬業者、再生業者、また、ごみ行政の推進に取り組む市担当者、

市職員全体、さらに、広域行政も視野に入れて、パートナーシップの構築を図ります。 

 これにより、市民、事業者及び行政の三者がそれぞれの責務を果たし、協力して「資

源の消費抑制」及び「資源の循環」に積極的かつ主体的に取り組む協働体制を構築し

ます。 

 

（２）持続的に発展可能なシステムへの転換 

 事業者等が設計段階から最終処分まで一定の責任を負うことにより環境への負荷を

軽減し、資源が循環する健全な経済が発展する社会を構築します。また、市民、事業

者及び行政がものの再使用を行い、商品の購入時には再生利用製品を選択するととも

に、ごみの排出時にはリサイクルや処分等の行動について、自覚と責任を持つ社会を

構築します。 

 

（３）循環型システムの構築 

 行政からごみの資源化の仕組みを提供するだけではなく、地域住民が連携して、ま

た、市民と事業者と連携して、循環型システムの構築を促していきます。また、この

循環型システムの構築のため、家庭系ごみの有料化の活用を検討していきます。 

 

（４）事業系ごみの減量・資源化施策の推進 

 事業活動に伴い排出されるごみは、事業者の責任で処理する排出者責任を経営者に

浸透させるとともに、事業所の規模に応じた減量施策を推進し、事業系ごみの３Ｒ（発

生抑制（リデユース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル））を推進していき

ます。 

 

（５）家庭系ごみの減量・資源化施策の推進 

 環境教育・環境学習を充実し、市民に「もったいない」の心やグリーンコンシュー

マー(※）の精神を育むとともに、分別収集の拡充を図り、家庭系ごみの３Ｒ（発生抑

制（リデユース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル））を推進していきます。 

 ※環境を大切にするという基準と自覚に基づいて商品や企業を選択し、地球環境を大切にする心豊
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かな暮らしをつくっていこうと活動する消費者及びその考え方をさします。 

 

（６）安全・安心なごみ処理の推進 

 ごみの減量と資源の循環、有害・危険物対策の推進に主眼を置いた処理処分のシス

テムを整備します。また、このシステムの構築においては、公害等の周辺環境への影

響を未然に防止するとともに、低炭素社会の実現に資する仕組みの整備を目指します。 

 

第３節 市民・事業者・行政の責務 

 市民・事業者・行政の三者が連携して、『環境にやさしいコミュニティを形成し、ご

みゼロ、資源が循環するまち』の構築を目指すため、各々の責務を以下のように整理し

ました。 

（１）市民の責務 

 ごみ問題を解決するためには、市民一人ひとりの意識と行動が何よりも重要です。

ごみの発生抑制に努め、資源は循環させて大切に使い、環境への負荷の低減を目指す

ライフスタイルを身に付けるよう意識していく必要があります。 

 一人ひとりが心ある行動を実践してこそ社会は望ましい方向へと発展します。 

 市民は、こうした重要な立場にあることを十分に自覚し、生活のあらゆる場面にお

いて可能な限りごみの発生抑制と資源化に取り組むことが望まれます。 

 

（２）事業者の責務 

 事業者は、大量生産･大量廃棄の経済構造に終止符を打ち、省資源･低環境負荷の観

点から、自ら製造あるいは販売している商品及び容器包装等を見直し、ごみとなる要

素が少なくリサイクルしやすい商品等を提供しなくてはなりません。そうした商品等

が消費者に受け入れられるように積極的な広報活動を行えば、事業者自身の発展にも

つながります。 

 そのためには、商品が不用となった場合の回収ルートの確保やリサイクル技術及び

処理技術の確立等、自ら生産あるいは販売した商品に対して責任を持つための努力を

する必要があります。 

 また、事業活動に伴って排出されるごみについては、その処理責任までを事業者が

自覚し、ごみの減量・資源化をはじめとした適正処理に主体的に取り組むことが望ま

れます。 

 

（３）行政の責務 

 行政は、資源を循環させるためのシステムづくりを行うため、行政、事業者及び市

民の環のコーディネーターとしての役割を果たし、三者協働を実現しなければなりま

せん。そのため、行政は情報の収集と提供に努め、教育、啓発及び指導を継続して行

っていくとともに、地域住民の間や市民と事業者の間の相互理解のための意見交換、
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相互に連携した取り組みが展開されるように積極的に働きかけ、『環境にやさしいコミ

ュニティ』の形成をバックアップしていきます。 



第４章 ごみ処理基本計画の減量目標等計画フレーム 

  

 第１節 ごみ排出量の動向 

 本計画の減量目標等の計画フレームを設定するにあたり、本市の最近のごみ排出量の

動向を整理しました。 

 図４－１に示すように、人口は概ね27万人でほぼ横這いで推移してきています。収集

ごみについては、分別収集の拡充、ごみ減量意識の浸透等に伴い年々減少傾向を示して

おり、平成22年度では、57千ｔ（集団回収量を含め69千ｔ）となっています。直接搬入

ごみ（平成18年度からは許可業者分含む）については、平成17年度まで増加傾向を示し

ていましたが、平成18年6月に、事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度の

運用を開始し、さらに、許可業者が収集したごみの展開検査と排出者指導等を継続的に

実施することにより、平成18年度以降大きく減少しました。ただし、最近では25千ｔで

横這い傾向を示しています。 

 

図４－１ ごみ排出量の動向 
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 市民１人１日当たりの収集ごみ（集団回収量含む）、直接搬入ごみ（平成18年度から

は許可業者分含む）の排出量の動向を図４－２に示しています。 

図４－２ 市民１人１日当たりのごみ排出量の推移 
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 第２節 減量目標等計画フレームの設定 

 （１）ごみの発生と発生抑制・再使用、資源化によるごみ減量・ごみ処理の流れ 

 ごみの流れは図４－３に示すとおりです。家庭や事業所から発生する不用物の総量

（ただし、量的に把握可能な不用物量）である「ごみ発生量」があり、次に、本市が

啓発活動・環境学習を充実するとともに、家庭や事業所が無駄な物を買わない行動を

実践するなど、不用物が生じないように努める『発生抑制・再使用』の浸透により、

この量を「ごみ発生量」から差し引いた量が「ごみ排出量」と言われています。 

さらに、家庭における集団回収や生ごみの堆肥化、事業所における資源化の徹底等

の『（市が関与する）ごみとなる前の資源化』が実践され、それを差し引いたものが可

燃（燃やす）ごみや資源物等として市や許可業者による収集及び排出者により直接持

込みされています（＝「計画収集量」と言います）。 

また、市が家庭からのごみを収集する場合、リサイクル推進のため「容器包装プラ

スチック」、「ペットボトル」、「資源物（びん・缶）」を分別収集し、リサイクルセンタ

ーで資源を選別回収したり、「複雑ごみ」を破砕施設で破砕して鉄屑や非鉄屑を回収し

ていますが、これを『ごみとなった後の資源化』と呼びます。 

資源化できないごみは、「焼却処理」されたり、「埋立処分（最終処分）」されます。 

「減量目標値」は、上記の『発生抑制・再使用』、『ごみとなる前の資源化』及び『ご

みとなった後の資源化』の三者を加えた合計の値で示されますが、後者の２つは『資

源化』として、『発生抑制・再使用』と区別されています。 

 以上がごみの流れとなっています。また、生産・流通から処理・処分の物の流れと

ごみの減量過程の概念は図４－４に示すとおりです。 
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図４－３ ごみの流れ 
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図４－４ 生産・流通から処理・処分の物の流れとごみの減量過程の概念 
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 （２）将来のごみ発生量の予測 

 将来のごみ発生量は、家庭系ごみ、事業系ごみとも、市民１人１日当たりのごみ発

生量（ごみ排出量に、集団回収量や生ごみ堆肥化容器等による推定堆肥化量を加えた

ごみ量）に将来人口と年間日数を乗じた量としました（図４－６参照）。 

 将来人口は図４－５に示す、八尾市第５次総合計画の将来の想定人口としました。

なお、将来ごみ発生量予測のための市民１人１日当たりのごみ発生量（表４－１参照）

は、平成22年度の実績値でそのまま推移するものとしました。将来のごみ発生量は、

今後の景気の変動、高齢化の進展等により変化が予想されますが、現時点でそれらを

定量化することは困難であり、人口の減少による自然減（平成32年度に約５％の減少

と想定）のみを見込みました。また、事業系ごみについては、事業活動量を発生量予

測のための基準とすべきとする考えもありますが、本計画の対象としている事業系ご

みは、主として飲食・販売業・サービス業からのごみ排出量の割合が高く、これらの

ごみ排出量は都市の規模（人口規模）にほぼ比例すると考えられるため、市民１人１

日当たりを基準としました。 

 

図４－５ 将来の想定人口（八尾市第５次総合計画による想定人口） 
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表４－１ 将来ごみ発生量予測のための市民１人１日当たりのごみ発生量 

 将来の市民１人１日当たりの

ごみ発生量（H23～H32年度）
備 考 

家庭系 

ごみ 
６９５.４ｇ/人/日 

ごみ排出量(577.0g/人/日：平成22年度実績)

に、集団回収量(115.3g/人/日：平成22年度

実績)や生ごみ堆肥化容器等により堆肥化さ

れた生ごみの量(3.1g/人/日：普及台数等に

より推定)を加算 

事業系 

ごみ 
２５３.２ｇ/人/日 ごみ排出量(253.2g/人/日：平成22年度実績)

 

 

4－5 

 



図４－６ 将来のごみ発生量 
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 （３）減量目標等計画フレーム設定における課題 

 減量目標等計画フレームを設定するに当たり、２つの課題を考慮しました。一つは、

現行の大阪湾フェニックス計画が平成33年度に終了するため、次期計画の検討が行わ

れている中で、環境省等から近畿圏での３Ｒの取り組みの遅れを指摘されたことから、

大阪湾圏域広域処理場整備促進協議会において圏域（近畿２府４県１６８市町村）の

ごみ減量化目標を設定し、この目標を達成すべき努力を要請していることです（表４

－２参照）。もう一つは、これまで本市から排出される可燃ごみの焼却処理は、大阪市

との共同処理（行政協力協定に基づき建設された大阪市環境局八尾工場）で行ってき

ましたが、大阪市域におけるごみの減量等に伴い、大阪市のごみ焼却工場の整備・配

置計画の検討により、近い将来、焼却工場の施設整備や管理運営といった負担が必要

となってくることが予想され、整備費及び維持管理費をできる限り圧縮するため、今

のうちにごみ減量化に向けた取り組みを進めておく必要があることです。 

 

表４－２ 大阪湾圏域広域処理場整備促進協議会のごみ減量化目標と八尾市の想定数値 

                                    （単位：千トン） 

基準年 

（平成12年度） 

減量化目標 

（平成27年度） 

 

圏域 
八尾市 

（想定数値）
圏域 

八尾市 

（想定数値）

備 考 

9,841 87 7,381 65 
ごみ排出量 

(100%) (100%) (75％) (75%) 
達成すべき目標 

1,950 19 780 8 
最終処分量 

(100%) (100%) (40%) (40%) 
達成すべき目標 

リサイクル率 9.7％ 19.2％ 25％ 25％ 目指すべき目標 

 

 （４）減量目標等計画フレームの設定 

  １）設定手順 
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 減量目標等計画フレームの設定の流れを図４－７に示しました。なお、課題を解消

するため、審議会にて審議した各施策を実施するとともに、前回の八尾市廃棄物減量

等推進審議会で既に答申をいただいた粗大ごみの有料制については、平成25年度導入

することとし、新規施策の内容については今後、慎重に議論・検討していく予定です

が、中間目標年度（平成27年度）までに家庭ごみの有料化を導入することを前提条件

として目標を設定しました。 

図４－７ 減量目標等計画フレームの設定手順 

〔目 標〕             〔計画フレーム設定の流れ〕 

■ごみ発生量の予測
 （１人１日当たりのごみ発生量）×（八尾市の将来人口）×（年間日数） 
 ※１：１人１日当たりのごみ発生量は H22 を基準に将来も横ばいで推移 
 ※２：ごみ発生量＝ごみ収集量＋集団回収量＋生ごみ堆肥化量 等 

※３：家庭系ごみと事業系ごみ各々別に予測 
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ごみ排出量
の削減目標 

① 

■発生抑制・再使用によるごみ削減目標量の設定(①)
○もったいない運動、水切り運動等の推進 

 ○有料制の導入による発生抑制等効果

■ごみ排出量(②) 
 (ごみ発生量）－（発生抑制等量）

 

 

■ごみとなる前の資源化による資源化目標量の設定(③)
〔家庭系ごみ〕 

  ○集団回収の活性化、生ごみ堆肥化機器の普及 等 
 〔事業系ごみ〕 
  ○食品リサイクルの推進、古紙等リサイクルの推進 等 

■計画収集量（ごみとなる前の資源化後のごみ排出量） 

 （ごみ排出量）－（ごみとなる前の資源化による資源化目標量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

計画収集量 
削減の目標 

■ごみとなった後の資源化による資源化目標量の設定
(④) 
 〔家庭系ごみ〕 
  ○容器包装プラスチック等資源の分別排出の向上 

 
焼却施設 

破砕

施設

(埋立ごみ等） 

（破砕 
残渣）

(焼却灰） 

最終処分場
・大阪湾広域臨海環境整備センター 
・八尾市最終処分場

■施設によるごみの処理・資源化 

■収集区分別計画収集量
 （H22 の収集区分別割合を基準に設定） 
 〔家庭系ごみ〕 
  可燃（燃やす）ごみ／ペットボトル／容器包装プラスチック／資源物／ 
  簡易ガスボンベ・スプレー缶／粗大ごみ／埋立ごみ／複雑ごみ 等 
 〔事業系ごみ〕 
  許可業者収集／排出事業者による直接持込み 

資源化 
の目標 

 
【資源化量】 

 ③＋④＋⑤ 

【資源化率】 

(③＋④＋⑤)

÷② 

■破砕後の金属回収 
量(資源化量)  (⑤)

 
※１：ごみとなった後の資

源化による資源化目
標量に含む 

 

 

 
焼却処理量 
削減の目標 

   

 最終処分量 
削減の目標 



２）減量目標値設定に関する個別施策ごとの考え方 

 減量目標値は、基本的には、以下に示すように「市民 1 人１日当たりの減量目標値」

に、該当する年度の「達成率」（最終目標年度で 100）、「当該年度の人口」、「年間日数」

を乗じて減量目標量としています。また、最終目標年度の減量目標値設定の考え方を

表４－３に整理しました。 

 

〔家庭系ごみ〕 

 各年度の減量目標量 

 ＝（市民 1 人 1 日当たりの減量目標値：ｇ/人/日） 

×（達成率）×（当該年度の人口）×（年間日数） 

〔事業系ごみ〕 

          同  上 
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表４－３ 最終目標年度における減量目標値設定の考え方 

減量施策 

減量目標値 

（最終目標年度の新規増

分の目標値を掲載） 

設定の考え方 

もったいない運動、水

切り運動の展開 

４２ｇ/人/日 

（６％削減） 

家庭系ごみ（粗大ごみを除く）中に

手付かず食品が約６％含まれてお

り、半減させることで３％削減でき

ます。また、厨芥類は約36％含まれ

ていますが、絞る等の水切りで５～

10％削減でき、水切りの浸透で家庭

系ごみの３％程度削減が可能です。

両者を合わせて６％の削減が可能で

あり、よって６％の削減を目標値と

して設定しました。 

家

庭

系 

粗大ごみの有料化 ７.３ｇ/人/日 

大阪市ではＨ18に大型ごみを有料化

し（Ｈ12.10に全市電話申告制導入）、

約40％の大型ごみを削減しており、

これを参考として設定しました。な

お、粗大ごみの有料化は平成25年度

実施と想定しました。 

発

生

抑

制 

・ 

再

使

用 

事

業

系 

環境に配慮した 

事業活動の浸透 

１５ｇ/人/日 

（６％削減） 

家庭と同様に事業所も発生抑制・再

使用に努めるものとし、市民１人１

日当たりのごみ発生量の６％の削減

としました。 

コンポスト容器、生ご

み処理機器の普及 

１.８ｇ/人/日 

（２００基/年） 

Ｈ22 の貸与・助成から 200 基/年とし

ました。 

古紙類 
１２.７ｇ/人/日 

（８１％→９０％） 

牛乳ﾊﾟｯｸ 
２.６ｇ/人/日 

（２２％→８０％） 

ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰ 
３２.９ｇ/人/日 

（ ０％→８０％） 

家

庭

系 
集団 

回収 

古布 
２.６ｇ/人/日 

（４０％→６０％） 

集団回収等の取組による資源化実績

量と家庭系ごみ中の資源化可能物量

から、現在の市民の分別排出率を算

定し、最終目標年度に一定割合まで

高めることで目標値を設定しまし

た。 

（ ）内に、現在の分別排出率と目

標とする分別排出率を示していま

す。なお、市民１人１日当たりの目

標値は新規増分を記載しています。

食

品 

６.１ｇ/人/日 

（３５％→４５％） 
ス ー パ

ー・ 

飲食店 古

紙 

４.８ｇ/人/日 

（３２％→６０％） 

食

品 

２.６ｇ/人/日 

（ ０％→１０％） 

ご

み

と

な

る

前

の

資

源

化 事

業

系 

減量

指導 

の 

強化 そ の 他

の 事 業

所 古

紙 

１９.３ｇ/人/日 

（３０％→６０％） 

基本的には上記の家庭系ごみの設定

の考えと同じです。ただし、事業系

ごみの現状把握はできていないた

め、農林水産省調査、門真市の事業

系ごみ調査結果を参考に設定してい

ます。目標値は、食品リサイクル法、

広島市のリサイクルガイドラインを

参考に設定しました。 

市民１人１日当たりの目標値は新規

増分を記載しています。 

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 
０.９ｇ/人/日 

（７３％→９０％） 

容器包装 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 

１４.５ｇ/人/日 

 （３０％→６０％） 

ご
み
と
な
っ
た 

後
の
資
源
化 

家

庭

系 

分別

排出

の 

徹底 
資源物(びん) 

０.６ｇ/人/日 

 （９２％→９５％） 

目標値の設定の考え方は、ごみとな

る前の資源化（家庭系）と同じです。

容器包装プラスチックの分別排出率

については、府内でも高い分別排出

率である、４市（枚方市、寝屋川市、

四條畷市、交野市）を目標として設

定しています。 

注）備考欄に示す目標値設定の根拠は資料編に整理しています。 

 



  ３）減量目標 

 『環境にやさしいコミュニティを形成し、ごみゼロ、資源が循環するまち』を目指  

した最終目標年度（平成32年度）の減量目標を以下のように設定しました（図４－８

参照）。 

 

 

 

○資源化されている量を除くごみ処理量を、発生抑制・再使用の取り組みを市民・

事業者へ浸透させるとともに、資源化の取り組みを推進し、平成22年度の約78

千ｔから、最終目標年度には約59千ｔへ、25%削減します。 

 

 

①ごみ排出量は、発生抑制・再使用の取り組みを市民・事業者へ浸透させること

で、平成22年度の約94千ｔから、最終目標年度には約83千ｔへ、11%削減します。

家庭系ごみは12％、事業系ごみは11％の削減を目指します。 

 ②市民の集団回収の活性化や事業者の自主的な資源化の取り組みによるごみとな

る前の資源化量を除いた計画収集量（資源ごみの分別収集量を含みます）は、

平成22年度の約82千ｔから、最終目標年度には約64千ｔへ、22%削減します。こ

れにより、大阪湾フェニックス計画関連の本市の想定数値を最終目標年度に概

ね達成します。 

③資源化については、平成22年度の約16千ｔから、最終目標年度には約24千ｔへ、

約８千ｔ増加します。これにより、平成22年度の資源化率17％（当該年度比）

を最終目標年度には29％（同）へ高めます。 

全体減量目標（資源化されている量を除くごみ処理量）

個別減量目標 

 

 

 

 ①焼却処理量は、平成22年度の約77千ｔから、最終目標年度には約57千ｔへ、 

25%削減されます。 

 【将来の新焼却施設規模（平成32年度の焼却処理量を処理する前提で試算）】 
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 現行焼却施設 新焼却施設（試算） 

３００ｔ/日 ２２０ｔ/日 

※焼却処理量 76,751t/年(H22実績) 

※日処理量  210 t/年 

※焼却処理量 57,394t/年(H32予測) 

※日処理量  157 t/年 

 

 

 

 

②最終処分量は、平成22年度の約15千ｔから、最終目標年度には約11千ｔへ、

24%削減されます。 

 

以上の減量・資源化の目標達成の成果



    図４－８ 全体減量目標と個別減量目標 

[ごみ処理量等]                  

ごみ排出量 

(約 94 千ｔ) 
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 ごみ排出量 

(約 83 千ｔ)  

 

 

                          ［資源化量］ 

△11％ 

△22％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）資源化されている量を除くごみ処理量は、（計画収集量）－（ごみとなった後の資源化量） 

   で算出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△25％ 

平成22年度 

（実績） 

平成32年度 

（最終目標年度）

計画収集量 

(約 82 千ｔ) 

資源化されて

いる量を除く

ごみ処理量 

(約 78 千ｔ) 

計画収集量 

(約 64 千ｔ) 
約８千ｔ増 

約16千ｔ 

資源化率 

資源化されて

いる量を除く

ごみ処理量 

(約 59 千ｔ) 

約24千ｔ 

資源化率 

29％ 

 
17％ 

平成22年度 

（実績） 

平成32年度 

（最終目標年度）



 （５）減量目標と計画収集量・処理量等の基本フレーム 

 減量目標と計画収集量・処理量等の基本フレームを表４－４、図４－９に示しまし

た。 

表４－４ 減量目標と計画収集量・処理量等の基本フレーム 

平成２２年度 平成２７年度 平成３２年度

（実績） （中間） （最終）

①ごみ発生量 94,001 92,699 89,330

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (949) (949) (949)

①-1家庭系ごみ(t/年) 68,906 67,956 65,486

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (695) (695) (695)

①-2事業系ごみ(t/年) 25,095 24,743 23,844

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (253) (253) (253)

0 5,286 6,055

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (54) (64)

②-1 家庭系ごみ(t/年) 0 4,407 4,642

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (45) (49)

②-2 事業系ごみ(t/年) 0 879 1,413

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (9) (15)

94,001 87,413 83,275

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (949) (895) (884)

③-1 家庭系ごみ(t/年) 68,906 63,549 60,844

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (695) (650) (646)

③-2 事業系ごみ(t/年) 25,095 23,864 22,431

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (253) (244) (238)

11,728 18,014 19,191

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (118) (184) (204)

④-1 家庭系ごみ(t/年) 11,728 16,089 16,103

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (118) (165) (171)

④-2 事業系ごみ(t/年) 0 1,925 3,088

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (20) (33)

82,273 69,399 64,084

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (830) (710) (681)

⑤-1家庭系ごみ(t/年) 57,178 47,460 44,741

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (577) (486) (475)

⑤-2事業系ごみ(t/年) 25,095 21,939 19,343

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (253) (225) (205)

3,859 5,141 5,114

《市民一人一日当たりｇ》 (39) (53) (54)

⑥-1 家庭系分別収集(t/年) 3,107 4,332 4,321

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (31) (44) (46)

⑥-2 破砕施設による(t/年) 752 809 793

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (8) (8) (8)

⑦焼却処理量 76,751 62,626 57,394

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (774) (641) (609)

⑧最終処分量 15,016 12,462 11,472

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (152) (128) (122)

15,587 28,441 30,360

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (157) (291) (322)

家庭系ごみ 14,835 24,828 25,066

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (150) (254) (266)

事業系ごみ 0 2,804 4,501

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (29) (48)

破砕施設による 752 809 793

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (8) (8) (8)

16.6% 30.7% 34.0%

⑨-1家庭系ごみ（対家庭系ごみ発生量） 21.5% 28.4% 30.1%

⑨-2事業系ごみ（対事業系ごみ発生量） 0.0% 11.3% 18.9%

⑨-3破砕施設による － － －

15,587 23,155 24,305

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (157) (237) (258)

家庭系ごみ 14,835 20,421 20,424

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (150) (209) (217)

事業系ごみ 0 1,925 3,088

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (0) (20) (33)

破砕施設による 752 809 793

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (8) (8) (8)

16.6% 26.5% 29.2%

⑫-1家庭系ごみ（対家庭系ごみ発生量） 21.5% 32.1% 33.6%

⑫-2事業系ごみ（対事業系ごみ発生量） 0.0% 8.1% 13.8%

⑫-3破砕施設による － － －

78,414 64,258 58,970

《市民一人一日当たり(g/人/日)》 (791) (658) (626)

注）資源化されている量を除くごみ処理量は、（⑤計画収集量）－（⑥ごみとなった後の資源化目標量）で算出しています。

⑩全体減量目標
　（資源化されている量を除くごみ処理量の目標）

項目

目標年度（単位：ｔ）

④ごみとなる前の資源化目標値

⑫資源化目標率（⑪÷③）

⑥ごみとなった後の資源化目標値
　（破砕後の金属回収も含む）

③ごみ排出量（①－②）

⑤計画収集量（③－④）

⑪資源化目標（④＋⑥）

②発生抑制・再使用目標値

⑨減量目標（②＋④＋⑥）

⑩減量目標率
（⑨÷①）
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図４－９ 年度別減量目標と計画収集量・処理量等の基本フレーム 
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大阪湾フェニックス計画関連の目標想定数値

(年度）

最終
目標
年度
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目標
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（予測）（実績）

発生抑制

・再使用

ごみと 

なる前 

の資源化

ごみと 

なった後

の資源化



第５章 目標を達成するための基本施策 

 『環境にやさしいコミュニティを形成し、ごみゼロ（ごみの最終処分量ゼロ）、資源が循

環するまち』を実現するための基本施策を以下に整理しました。 

 

 第１節 パートナーシップの構築 

 （１）市民、事業者及び行政の相互理解と協力体制の構築 

   

  【基本方針】 

 ごみ減量・資源化のために市民、事業者及び行政の三者が協働で取り組み、相互

理解を深めるとともに、協力体制を構築し、『環境にやさしいコミュニティ』を形

成していけるように、ごみ減量推進員（地域のごみ減量リーダー）との協力体制の

強化、市民と行政との情報交流の拡充、事業者と行政との情報交換や情報提供の充

実に努めます。 

 

【主な施策】 

 ①ごみ減量推進員制度の拡充 

  ◇八尾市自治振興委員会との連携を強化 

  ◇ごみ減量推進員の研修等の充実 

  ◇ごみ減量推進員と協力して地域のごみ減量・資源化を推進 

 

    〔今後の取り組み（案）〕 

       ・活動内容の広報の充実 

       ・施設見学会等の実施 

   ・学習プラザ「めぐる」を活用した環境学習会の開催 

   ・ステーション方式のごみ集積所における啓発活動 

   ・分別や減量方法等の相談員（(仮称)ごみ減量マイスター）の育成及び連携 

 

 ②ごみ減量・資源化アイデア集の作成 

  ◇市民のごみ減量・資源化アイデアの募集 

  ◇アイデア集の作成及び市政だよりやホームページ等で情報提供 

 ③事業者との情報交換の充実 

◇多量排出事業者からの事業系一般廃棄物の減量等に関する計画書、事業系廃棄

物管理責任者等を介しての情報交換 

◇八尾商工会議所との連携強化による事業者との情報交換の充実               
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 （２）ごみ・環境問題や不用品交換等に関する情報提供の充実 

   

  【基本方針】 

 情報を共有化し、相互理解を深めるため、また、市民のごみ減量・資源化の実践

行動を支援するため、年齢層に応じた媒体の活用、タイムリーで分かりやすい表現

により、市民へごみ・環境問題や不用品交換等に関する情報提供の充実を図ります。 

 

【主な施策】 

 ①ごみに関する情報を迅速・分かりやすい表現で、多くの市民に提供 

  ◇年齢層等に応じた適切な情報媒体の活用 

 

    〔今後の取り組み（案）〕 

   ・市政だよりやホームページ等の活用 

   ・ごみ減量推進員の協力による情報提供 

   ・学習プラザ「めぐる」の活用 

   ・自治会掲示板、回覧板等の活用 

 

  ◇タイムリーな情報提供 

   ・施策実施後、できるだけ早くその効果に関する情報を提供 

  ◇分かりやすい表現で情報提供 

   ・グラフ、イメージ図等の活用 

 ②不用品情報交換ボードの充実 

  ◇不用品情報交換ボードの周知徹底と情報提供方法の改善による利用者の増加 

 

 （３）自治体間の連携・協力による施策の推進 

   

  【基本方針】 

 行政協力協定による大阪市環境局八尾工場での可燃ごみの焼却処理、適正処理困

難物への対応、災害時や施設故障・改修時の相互応援体制等、自治体間の連携・協

力による施策の推進を図ります。 

 

【主な施策】 

 ①大阪市との協力体制の継続 

  ◇大阪市環境局八尾工場に関する緊密な意見交換と協議 

  ◇大阪市との連携による、ごみ搬入監視体制の強化 
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②自治体相互間の連携強化 

  ◇災害時や施設故障・改修時の相互応援体制の確立 

  ◇ごみ減量・資源化等に関する情報交換体制の充実 

 ③自治体間の連携による拡大生産者責任（ＥＰＲ）等に関する事業者への要望 

  ◇適正処理が困難な廃棄物への対応強化、リサイクルしやすい製品づくり等、拡

大生産者責任制度（ＥＰＲ）の確立を事業者へ要望 

◇レジ袋の使用削減、包装の簡素化の推進、リターナブルびん入り飲料の販売拡 

大等発生抑制・再使用の拡大に向けた取り組みの要望 

 ④自治体間の連携による国・府への要望 

  ◇大阪湾フェニックス計画事業の継続による平成33年度以降の広域最終処分場の

確保を要望 

  ◇自治体への負担が少ない内容への容器包装リサイクル法の改正等、ごみ減量・

資源化や適正処理に関する法改正、デポジット制度のような新たな法制度の整

備等を要望 

 

 （４）全庁的な取り組みの推進 

   

  【基本方針】 

 ごみ減量・資源化を推進する関係部門との情報交換を密にしてごみ減量・資源化

に取り組むとともに、環境に配慮した事務・事業を実施するため、職員研修の充実、

庁内の推進体制の整備を図ります。 

 

【主な施策】 

   ①ごみ減量・資源化を推進する関係部門との連携強化 

    ◇関係部門間の情報交換体制の充実 

   ②全庁的取り組みのための体制強化 

    ◇職員研修の充実 

    ◇庁内の推進体制の整備 

   ③環境に配慮した事務・事業の推進 

    ◇庁内で使用する消耗品等のグリーン購入の推進 

◇ＫＥＳ･環境マネジメントシステム・スタンダード ステップ２に基づく事務・

事業の推進 
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 第２節 持続的に発展可能なシステムへの転換 

（１）ごみの少ない、ものを大切にするライフスタイルの普及 

   

  【基本方針】 

 事業者による設計段階から最終処分まで一定の責任を負う製品づくり、不用となっ

た容器の自主回収の充実、一方、市民はものを大切にするライフスタイルへの転換な

ど、暮らしを含む社会経済システムが持続的に発展可能なシステムへ転換するよう、

市民、事業者及び行政で努力していきます。 

 

【主な施策】 

 ①拡大生産者責任制度（ＥＰＲ）の確立 

  ◇第１節（３）③自治体間の連携による拡大生産者責任（ＥＰＲ）等に関する事 

   業者への要望、④自治体間の連携による国・府への要望 参照 

 ②不用品に係るリサイクルショップ等の利用促進 

  ◇リサイクルショップ等の情報提供による利用促進 

 ③環境に配慮した製品等の購入促進 

  ◇エコマーク付き製品や簡素化包装の製品等の購入促進 

 

 （２）資源を有効活用する事業活動の促進 

   

  【基本方針】 

 部品の共有化、長期確保、販売店における修理カウンターの整備等、製品の修理体

制の確立を事業者に求めていきます。また、事業者の資源を有効活用する事業活動の

内容について、市民に情報提供していきます。 

 

【主な施策】 

   ○製品の修理体制の確立と市民への情報提供 

    ◇事業者へ製品の修理体制の確立を要望 

    ◇事業者の資源を有効活用する事業活動の内容を市民に情報提供 

     ・エコショップ制度（ごみ減量化・リサイクル推進宣言店制度）と連携 
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 （３）店頭等における資源回収の促進 

      

  【基本方針】 

 資源回収の促進を図るため、スーパー等へ回収拠点の設置等の協力を求めていきま

す。また、店頭回収実施店に関する情報を市民へ提供するとともに、回収への協力を

呼びかけていきます。 

 

【主な施策】 

   ①発泡トレイ、紙パック、空き缶等の自主回収を促進 

  ◇第１節（３）③自治体間の連携による拡大生産者責任（ＥＰＲ）等に関する事 

   業者への要望、④自治体間の連携による国・府への要望 参照 

 ②回収情報の提供と協力の呼びかけ 

  ◇エコショップ制度（ごみ減量化・リサイクル推進宣言店制度）と連携 

  ◇ホームページ、広報紙等による情報提供と回収への協力の呼びかけ 

 

 （４）再生紙等の再生品の利用拡大 

      

  【基本方針】 

 グリーンマーク商品やエコマーク商品等の再生品の需要を拡大するため、市民や事

業者に対してこれらの商品に関する情報を提供し、購入を呼びかけます。 

 

【主な施策】 

   ①再生品等に関する情報提供の充実と購入の呼びかけ 

  ◇エコショップ制度（ごみ減量化・リサイクル推進宣言店制度）と連携 

  ◇大阪府リサイクル製品認定制度との連携 

   ②行政における率先行動の実施 

    第１節（４）全庁的な取り組みの推進③環境に配慮した事務・事業の推進 参照 
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 第３節 循環型システムの構築 

 （１）集団回収等の自主的なリサイクルの促進 

      

  【基本方針】 

 行政からごみの資源化の仕組みを提供するだけではなく、地域住民が連携して、ま

た、市民と事業者と連携して、循環型システムを構築していきます。このため、市民

が地域で行っている有価物の集団回収活動を今後も支援していきます。また、ごみの

減量･資源化に関する実践活動を奨励するために、優れた取り組みに対する表彰や実施

団体等の活動紹介を行うなど、市民の自主的な活動に対する支援を行います。 

 

【主な施策】 

   ①集団回収に関する情報提供等の充実 

    ◇市政だより、ホームページ等を活用して、回収日、回収場所などの集団回収実

施団体に関する情報提供 

    ◇ミックスペーパーも古紙として資源化できることを市民にＰＲ 

    ◇他の集団回収実施団体での取組事例の紹介 

    ◇優れた活動団体の取り組みに対する表彰 

      

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 

出典：豊中市ホームページ

廃棄物減量等推進員による集団回収活動内容の紹介の例（豊中市） 
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   ②集団回収奨励金制度の継続 

    ◇集団回収奨励金制度の継続 

     

   ③未実施地区での実施の支援 

    ◇ごみ減量推進員と協力して、未実施地区における集団回収の立ち上げ 

     

     〔立ち上げのための取り組み（案）〕 

・集団回収未実施地区とその理由の把握 

・活動の手引きの作成 

・集団回収奨励金制度の広報及び啓発（出して良い古紙や出し方の 

説明等） 

      ・未実施地区の地域団体に向けた回収活動の働きかけ 

 

    

   ④地域住民主体の拠点回収の実施 

    ◇第２節（３）店頭等における資源回収の促進 参照 

 

 （２）循環型システム構築のための家庭系ごみの有料制の導入 

      

  【基本方針】 

 大阪湾フェニックス計画の事業継続に向け、なお一層のごみ減量の推進が求められ

ていることや、これまで大阪市との共同処理で進めてきたごみの焼却処理について、

近い将来、施設整備費や管理運営経費といった負担が必要になってくることが見込ま

れる中で、循環型社会構築のための環境施策の展開に必要な財源の確保、ごみ排出量

に応じたごみ処理費用の負担の公平化、ごみの現状、減量・リサイクル等に対する市

民意識の向上、さらには、ごみの発生・排出抑制につながる家庭ごみ有料制の導入に

ついて、今後慎重に検討していきます。また、効果的・効率的なごみ処理を推進し、

費用負担の軽減化に努めます。 

 

【主な施策】 

   ○家庭系ごみの有料制の導入 

    ◇粗大ごみ有料制の導入 

     ・八尾市廃棄物減量等推進審議会答申（平成20年９月４日）に基づき、早期に     

有料制を導入 

     ・粗大ごみ有料制を導入するに当たって、市民が利用しやすい方法、市民から

理解を得られる料金設定、導入に到る十分な周知期間の確保、不法投棄の監

視体制の充実など、答申に盛り込まれた留意事項に対して充分に配慮 

5－7 

 



    ◇家庭ごみ有料制の導入 

     ・環境施策の展開に必要な財源の確保、ごみ処理費用負担の公平化、ごみの現

状、減量・リサイクル等に対する市民意識の向上、ごみの発生・排出抑制の

ため、家庭ごみ有料制導入について今後慎重に検討のうえ、導入を目指しま

す。 

     ・家庭ごみ有料制導入に当たっては、多方面の関係者の意見を十分に聴取のう

え合意形成を図り、議論の内容の公開などに留意します。 

    ◇効果的・効率的なごみ処理の推進 

     第６節（２）①効果的・効率的なごみ処理の推進 参照 

 

         家庭ごみ有料制導入に対する市民の意向 

    

  「導入に賛成」、「条件付き賛成」の両 

  者で約 39％、「どちらかというと反対」、 

  「反対」を合わせて約 50％であり、反対 

  派が 10％程度、賛成派を上回っていました。 

 

   出典：八尾市家庭ごみに関するアンケート調査 

     （平成 22 年 11 月実施） 

 

 

 

ごみ処理費用の負担の
公平性の確保から、
導入に賛成である

将来の世代に美しい地球を
残すために、環境に配慮した

処理は必要であり、それにかかる
コストの一部を負担するという
観点からなら、導入に賛成である

どちらかというと反対である

断固反対である

その他

無回答

6.3%

32.6%

37.2%

12.3%

5.3%

6.3%
コラム 

 

 第４節 事業系ごみの減量・資源化施策の推進 

 （１）排出者責任意識の定着 

     

  【基本方針】 

 事業活動に伴って排出されるごみの処理やリサイクルの責任は、排出者である事業

者にあることを経営者や従業員の意識に定着するよう努力します。また、事業系指定

袋制度のあり方について検討していきます。 

 

【主な施策】 

   ①事業者向けの啓発活動や研修会等の実施 

    ◇八尾商工会議所と連携して、事業者向けの啓発活動や研修会、意見交流会等を

実施 

    ◇啓発用パンフレット、ごみ減量の手引きの作成 

   ②事業者へごみ減量の基本である分別排出の浸透 
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   ③情報提供の推進 

    ◇先進的に減量・資源化に取り組む事業者の事例情報を提供 

   ④事業系指定袋制度のあり方の検討 

    ◇事業系指定袋については事業責任の観点を踏まえた検証を行い、将来のあり方

についての方向性を明確にします。 

    ◇可燃ごみについては、許可業者の移行に向けた啓発を継続します。 

 

 （２）事業者に対する減量指導の強化 

      

  【基本方針】 

 事業系ごみの減量・資源化に向けて、事業系一般廃棄物の減量等に関する計画書の

提出などを通じてごみの自主的な管理を促すなどの減量指導の強化を図り、ごみ減

量・資源化を推進します。 

 

【主な施策】 

 ①事業系一般廃棄物の減量等に関する計画書による減量指導の運用開始 

  ◇事業系一般廃棄物の減量等に関する計画書の提出依頼と計画書の点検・指導 

  ◇廃棄物管理責任者選任の義務化と責任者向けの研修会の実施 

  ◇廃棄物管理責任者を介しての情報交換 

   第１節（１）③事業者との情報交換の充実 参照 

  ◇立入調査の実施と減量指導の実施 

  ◇優良事業所に対する顕彰制度の導入 

 ②減量指導実施体制の整備 

 ③事業系一般廃棄物の分別指導の強化 
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 （３）展開検査の強化と検査結果に基づく減量・適正処理指導の実施 

     

  【基本方針】 

 事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可業者への展開検査を通じて、事業系

ごみの資源化、不適正廃棄物の適正処理等について、許可業者と連携のうえ排出事業

者に対して指導を行います。 

 

【主な施策】 

 ①展開検査の強化 

 ②展開検査結果に基づく排出事業者に対して減量・適正処理指導の実施 

  ◇許可業者と連携のうえ、排出事業者に対して指導を行う 

 



 （４）食品廃棄物の資源化の促進 

     

  【基本方針】 

 食品廃棄物のリサイクルが円滑に推進されるよう、事業系の一般廃棄物（可燃ごみ）

収集運搬業許可制度との整合を図ります。 

 

 

【主な施策】 

 ○事業系一般廃棄物（可燃ごみ）収集運搬業許可制度との整合 

  ◇一般廃棄物収集運搬業許可基準の見直し 

  ◇一般廃棄物収集運搬業許可条件の見直し 
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第５節 家庭系ごみの減量・資源化施策の推進 

 （１）環境教育・環境学習、市民啓発の推進 

      

  【基本方針】 

 市民が廃棄物問題についての理解を深め、廃棄物の減量やリサイクルに自主的･主体

的に取り組むよう、地域学習会、環境教育及び環境学習を充実させ、家庭内教育、学

校教育及び生涯学習を通じて、子どもから高齢者まで、環境に対する意識が向上する

よう図ります。また、学校教育における「総合学習の時間」を活用し、学校と地域と

の連携を図り、体系的な環境教育を推進します。 

 

【主な施策】 

   ①環境教育の充実 

    ◇環境出前講座の実施 

  ◇学校の教職員とごみ担当職員との連携強化 

  ◇食育と連携した環境教育の実施 

  ◇市内企業、環境ＮＰＯ、教育委員会、経済環境部等が連携し、子ども達のため

の環境教育プログラムの作成と環境教育の実施  

②環境学習の充実 

    ◇学習プラザ「めぐる」を拠点とした環境学習の充実 

  ◇環境出前講座、施設見学会、親子１日環境教室、体験学習等の多彩な環境学習

メニューを市民へ提供 

③市民啓発の推進 

    ◇市政だよりやホームページ等を活用して、分別排出徹底の啓発 

    ◇啓発用冊子の充実 

  ◇使い捨て商品の見直し（詰め替え商品の推奨等)キャンペーンの実施 



 

    市内企業、環境ＮＰＯ、教育委員会、環境経済部等が連携し、子ども 

   達のための環境教育プログラムの作成と環境教育の実施の例（神戸市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：神戸市ホームページ 

 

コラム 

 （２）生ごみ減量・資源化の推進 

      

  【基本方針】 

 生ごみの資源化を図るため、家庭用電動生ごみ処理機等の普及を支援するための一

部助成制度等を継続するとともに、水切りの浸透、手付かず食品の削減のため、情報

提供や啓発活動の充実に努めます。 

 

【主な施策】 

 ①家庭用電動生ごみ処理機等の普及を支援 

  ◇家庭用電動生ごみ処理機及びコンポストに対する助成制度の継続 

  ◇生ごみ堆肥化ぼかし容器貸与制度の継続 

  ◇コンポスト容器の活用、家庭での生ごみ堆肥利活用に関する情報提供 

 ②生ごみの水切りの浸透 

  ◇水切りグッズモニター制度の実施 

  ◇水切り方法と効果に関する情報提供 
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  ◇我が家の水切りアイデアの募集 

     第１節（１）①ごみ減量・資源化アイデア集の作成 参照 

 ③手付かず食品の削減 

  ◇料理教室等と連携し、計画的な食材の購入の啓発 

  ◇手付かず食品に関する情報提供 

  ◇我が家の食べきりアイデアの募集 

     第１節（１）①ごみ減量・資源化アイデア集の作成 参照 

 ④八尾市の特性を活かした生ごみ資源化の取り組み 

◇東部の丘陵部で農業が営まれてる八尾市の特性を活かして、生ごみ堆肥化づく

りと農産物の交換の仕組みづくりを今後検討 

 

      家庭系ごみ中の厨芥類（生ごみ）、手を付けていない食料品の排出状況 

 

◆重量比では、厨芥類（生ごみ）は約36％を占め、手を付けていない食料品は約６％ 

（厨芥類中の約16％）を占めています。 

                <手を付けていない食料品> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成22年度 ごみ組成分析調査 

コラム 

35.7

5.6 0.9

29.2

64.3

厨芥類

その他（紙類、プラスチック類等）

手を付けていない食料品

みかんの皮（スイカの皮）

一般厨芥類

 

 （３）レジ袋やトレイの削減、量り売りの浸透 

      

  【基本方針】 

 小売店舗のレジ袋削減運動を促進していくため、大阪府と連携しながら、事業者の

各種取り組みの推進に合わせて、消費者と運動を展開します。 

 

【主な施策】 

 ①マイバッグ持参運動のさらなる普及 

  ◇市民啓発の充実 

  ◇各種団体を通じた普及啓発の推進 
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 ②買物袋持参運動強化月間の市民向け啓発 

 ③事業者との連携によるレジ袋やトレイの削減、量り売りの浸透 

  ◇販売店とのレジ袋削減に向けた協議の継続 

◇レジ袋以外のマイ箸・マイボトル持参の優遇、量り売りの浸透に向けた、認定

店方式等仕組みづくり   

  ◇マイバッグ持参者に対するポイント制度の市内共通化に対する検討 

 

 （４）分別収集の拡充 

      

  【基本方針】 

 ごみの資源化の推進に向け、また、市民・社会ニーズへの対応として、現在の８種

分別についての動向調査、実施状況の検証を行います。また、国において現在検討さ

れているレアメタル含有小型家電製品の収集についても、その動向を注視しながら、

収集体制等について検討をしていきます。 

 

【主な施策】 

 ①市民・社会ニーズ及び国の動向を注視し、現在の８種分別のあり方を検討 

  ◇新たな品目の分別収集の検討 

   ・新たな有害・危険ごみ 

   ・ミックスペーパー等古紙 

   ・レアメタル含有小型家電製品 

  ◇収集頻度の見直し 

   ・容器包装プラスチック 

 

       分別排出に対する市民の意向 

 

  改善して欲しいと答えた方の 

 改善すべき点として、収集頻度 

 の改善（容器包装プラスチック、 

 埋立ごみ、ペットボトルの収集 

 頻度を増やす）が主な意見でし 

 た。 

 

   出典：八尾市家庭ごみに関するアンケート調査 

     （平成 22 年 11 月実施） 

 

 

コラム 

改善して欲しい

このままでよい

分からない

無回答

20.7%

63.2%

11.4%

4.7%
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第６節 安全・安心なごみ処理の推進 

 （１）資源化の推進と適正処理、市民ニーズに適した分別収集体制等の確立 

     

  【基本方針】 

 市民・社会ニーズを的確に把握し、効率的な分別収集体制の確立に努めます。また、

高齢化の進展等の社会の動向に対応して収集サービスの拡充を検討します。さらに、

環境負荷の軽減を目指した分別収集体制の確立を目指します。 

 

【主な施策】 

 ①分別収集の拡充 

 第５節（４）①市民・社会ニーズ及び国の動向を注視し、現在の８種分別のあり

方を検討 参照  

 ②効率的な分別収集体制の確立 

  ◇収集ルート、収集車両配置等を必要に応じて見直し、効率的な分別収集体制の

確立 

 ③社会の動向に対応した収集サービスの導入 

 ◇高齢化の進展に対応したふれあい収集等、社会の動向に対応して収集サービス

の拡充を検討 

④環境負荷が少ない収集車両・リサイクル等に適した収集車両の導入 

⑤蛍光灯・電池類等の有害物の拠点回収の検討 

 ◇市内販売店との協力方式等による蛍光灯・電池類等の有害物の拠点回収の検討 

⑥爆発・危険廃棄物の収集方法の検討と適正排出方法の周知徹底 

 ◇使い捨てライター等の爆発・危険廃棄物の収集方法の検討 

 ◇爆発・危険廃棄物の適正排出方法について、市民に周知徹底 

 ◇事業者に対して、使用後の処理等について考えた対応を要望 

  

 （２）効率的・効果的なごみ処理の推進と指導啓発体制の確立 

     

  【基本方針】 

 収集業務等に携わる職員が自らごみの減量・資源化推進の担い手として、市民への

啓発と指導に当たれるよう、職員の資質を高めます。また、廃棄物会計によるごみ処

理費用の他都市との費用比較を行い、ごみ処理事業の効率化を検討します。 
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【主な施策】 

   ①職員自らが考え取り組んでいく職場づくりと職員研修の実施 

   ②効果的・効率的なごみ処理の推進 

◇廃棄物会計によるごみ処理費用の算定と他都市との費用比較による、ごみ処理

事業の効率化の推進 

 

 （３）既存中間処理施設・最終処分場の維持管理の徹底と施設等の延命化 

     

  【基本方針】 

 八尾市立リサイクルセンター、八尾市一般廃棄物最終処分場の維持管理の徹底に努

め、周辺環境への影響を未然に防止するとともに、破砕施設での事故防止に努めます。

また、市民や事業者へごみの適正排出を周知徹底するとともに、ごみの減量・資源化

を推進し、施設の延命化を図ります。 

 また、大阪市環境局八尾工場については、大阪市との連携を強化し、周辺環境への

影響を未然に防止するとともに、維持管理の徹底と焼却施設の延命化を求めます。 

 

【主な施策】 

   ①八尾市立リサイクルセンター、八尾市一般廃棄物最終処分場の維持管理の徹底 

   ②爆発・危険廃棄物等対策の推進 

    ◇爆発・危険廃棄物等の搬入に対する監視体制の強化 

    ◇市民・事業者への適正排出の周知徹底 

   ③大阪市環境局八尾工場の維持管理の徹底 

    ◇大阪市環境局との連携強化 

     第１節（３）①大阪市との協力体制の継続 参照 

    ◇搬入時の展開検査の強化 

    ◇八尾工場地元連絡協議会の開催 

    ◇大気等の環境モニタリングデータの公表 

 

 （４）次期焼却施設の方向性についての調査研究 

     

  【基本方針】 

 本市の次期焼却施設の方向性について、新たな処理技術を含め、将来の可燃ごみの

処理方法について、長期的視点を持って調査研究を進めていきます。 

 

【主な施策】 

   ①新たな処理技術を含め、可燃ごみの処理方法について調査研究 

   ②次期焼却施設の建設に向けた調査研究 
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 （５）最終処分場の安定的な確保 

     

  【基本方針】 

 埋立ごみの適正排出の周知徹底により、八尾市一般廃棄物最終処分場の延命化を図

るとともに、大阪湾フェニックス計画事業の継続による平成33年度以降の広域最終処

分場の確保を要望していきます。また、ごみの減量・資源化の推進により、最終処分

量の削減に努めます。 

 

【主な施策】 

   ①埋立ごみの適正排出の周知徹底による八尾市一般廃棄物最終処分場の延命化 

   ②平成33年度以降の広域最終処分場の確保を国・府へ要望 

    第１節（３）④自治体間の連携による国・府への要望 参照 

   ③ごみの減量・資源化の推進による最終処分量の削減 

 

 （６）不適正処理の防止 

     

  【基本方針】 

 警察や大阪府等の関係諸機関と連携したパトロールや連絡体制を強化し、また、地

域コミュニティを充実することにより、不適正処理を行わせない環境づくりを進めま

す。また、不適正な処理を発見した際には、迅速かつ厳正な措置を行います。 

 

【主な施策】 

   ①散乱ごみや不法投棄に関する啓発 

   ②警察や大阪府等の関係諸機関と連携したパトロールの実施 

   ③不法投棄対策会議の開催 

   ④不法投棄監視モニターの設置 

   ⑤不法投棄物処理体制の拡充 

   ⑥道路・公園等の美化の推進 

   ⑦空き地等の不法投棄防止対策（不法投棄多発場所の環境改善）の推進 

5－16 

 



 

 （７）廃棄物処理に関する総合的震災対策の充実 

     

  【基本方針】 

 地震、水害等の震災に伴い、市民の避難場所から生じるごみやし尿処理、災害復旧

時のごみやがれき処理に迅速に対応するとともに、震災時の収集業務、中間処理施設、

最終処分場での対応マニュアルの整備等、総合的震災対策の充実を図ります。 

 

【主な施策】 

   ①収集業務、中間処理施設、最終処分場での震災対応マニュアルの整備 
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第６章 計画推進のために 

 

   

  【基本方針】 

 本計画の目標実現にむけて、ごみ減量・資源化、適正処理等の事業を着実に推進

するため、環境マネジメントシステムの考え方に基づき計画の進行管理を行います。     

また、計画推進のための体制を充実します。 

 

  【主な施策】 

   ①環境マネジメントシステムの考え方に基づく計画の進行管理 

◇本計画に基づき、一般廃棄物処理実施計画（毎年度作成）、分別収集計画、施設

整備基本計画等を策定し、具体的な施策を実施 

    ◇本計画を実行していくとともに、ＫＥＳ・環境マネジメントシステム構築の経

験を活かし、適宜、取り組みや施策の進捗状況について、点検・評価・再構築

し、より一層の環境改善にむけた取り組みを継続的に展開 

    ◇進捗状況の点検・評価については、市政だよりやホームページ等で公表 

   ②計画推進体制の確立 

    ◇庁内関係各課、関係機関との連携を強化するなどにより、計画推進体制を充実 

     第５章 第 1 節（４）全庁的な取り組みの推進 参照 

 

          環境マネジメントシステム 
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計画を円滑・着実に、また、より高次の取り組みの展開を目指すため、Plan(計

画の策定)、Do(計画の実行)、Check(施策の点検・評価)、Act(計画の見直し)の

いわゆるＰＤＣＡサイクルに基づき計画の適切な進行管理を行うことである。 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

Plan 

計画の 

策定 

Do 

計画の実行 

Check 

施策の 

点検・ 

評価 

Act 

計画の 

見直し 

コラム 
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